
２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点笠間ファン倶楽部推進事業

新規・継続

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

総
合
計
画 小施策

○

1事務事業番号

重要事務事業
総合計画実施計画

事業費計（ア）

交流事業参加者数

笠間ファン倶楽部会員

人件費計（イ）

指標区分

体験事業数

人
件
費

活
動
指
標

有料会員への情報提供数

期間限定レストラン入場者数

事
業
費

細目名

事業費及び指標の推移

1,000

1,600

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

一般財源

トータルコスト（ア）＋（イ）

時間外

他課の協力分

嘱託臨時

3,750

1,200

3,513

1,800

380,000

44

千円 1,171

24

1,650

100

329千円

千円

0.50

3,700,000

12

40

0

1,750

50

0

12 24

1,700

1,682

0

25

1,655

1,682

30

24

0

1,750 1,800

3,750

2９年度（目標）

職員割合 千円

100

5,213

28年度（目標）

3,513

4

0.50

人

人

人

20

0

単位

0.455 3,413

1,750

4,675

100100

3,4133,375 0.455

3,513

1,800

3,413

1,700

3,413

5,113

1,000

0.45

1,468

1,578

1,629

411

1,617

11

500

3

6,104

300

3

25年度（実績）

4

24年度（実績）

7,682

691

480

29年度（計画）24年度（実績） 25年度（実績）23年度（実績） 28年度（計画）

600

回

回

23年度（実績）

4

11

千円

千円

千円

6,143

1,500

千円

6,721

375

933

535

1,578

5,550

５　事務事業の目的と手段

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
笠間ファン倶楽部通信発行　年4回
（笠間観光協会）
メルマガ送信　年24回
フェイスブックによる情報提供
地元ファン倶楽部協力店募集
農業体験と笠間の自然を満喫する体
験事業開催（年4回実施予定）
首都圏居住者をメイン対象に、交流
事業を実施（予定）

左に同じ

単位

笠間ファンを増やすことにより交流人口の
拡充を図り、産業振興や地域活性化を推
進することを目的として事業化された。
取り組みとしては、平成16年12月に「笠間
ファン倶楽部通信」が創刊し、笠間ファンの
募集を開始し、現在までに約1,630名の会
員が登録されている。
平成23年度から有料会員制度を導入し、
笠間の特産品を会員特典として送付する
など、会員との意思疎通を図った。
さらに、発信力のある会員が多い東京地区
に東京支部を発足させるなど組織強化をし
た。
その他、会員を対象に農業体験など笠間
特有の体験事業を年数回実施している。
H27年度からは、情報発信力の強化及び
ふるさと納税制度との連携を目指し、有料
会員制度を廃止。無料会員の一本化によ
り、すべての会員に対しより多くの情報発
信の機会を設ける。

左に同じ

笠間ファン倶楽部会員

交流事業などを通じた会員の拡充及び交流によるも
てなしの心の熟成と受け入れ体制の充実

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

回
回

人
①対象
(働きかける相手・もの）

⑤
成果
指標

笠間ファン倶楽部会員④
対象
指標

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

人
観光客数 人

目
的

報償費 　50,000円
旅費　　　60,000円
需用費 788,000円
役務費 425,000円
委託費 300,000円
使用料 　39,000円

４　【事業費の内容（決算額）】

―
３　【年度目標】

体験事業参加数
交流事業実施

笠間ファン倶楽部通信発行　年4回（笠間観光協会）
メルマガ送信　年12回
HP・フェイスブックによる情報提供
地元ファン倶楽部協力店募集
農業体験と笠間の自然を満喫する体験事業開催（たけのこ
祭り、魯山人になって月を愛でる､カサマメプロジェクト、会員
交流事業など）

一般
負担金の有無

―
実施手法 補助金の有無

商工費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

予
算
科
目

会計

一部委託

農政課関連計画
根拠法令

継続

１　観　光
１　多様な観光魅力の創出

H16 単年度繰り返し共催者・関係団体

事
業
期
間

(一社）笠間観光協会

商工振興費

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します

笠間ファン倶楽部推進事業

目款 項
商工費

開始年度

市単独

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

記入日

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

成
果
指
標

3,600,000

1,629

3,000,000 3,050,000

対
象
指
標

3,472,000

1,617 1,700

笠間ファン倶楽部会員数

観光客数

人

人 3,547,500

1,655

笠間ファン倶楽部会員数

27年度（目標）

5,263

3,513

100

5,313

0.455

27年度（計画）

1,000 1,000

750 800700

26年度（実績）

0.455

手
段 人期間限定レストラン入場者数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

体験事業数
有料会員への情報提供数

年４回会員を対象にした体験事業の実施
笠間の食材（農産物）を活用した期間限定レストラン
の開設
有料会員制度の設立



平成25年度より5,000円会員と無料会員の２種別で運営してきたが、有料会員との差別化による無料会員への接触機会の減少が深刻であること、ま
たふるさと納税制度が一新したことなどから、平成２７年度より、有料会員制度を廃止し、無料会員へ一本化することとした。
これにより、全会員に対する情報発信力を強化するとともに、ふるさと納税制度との連携を高め、制度の利用促進を目指す。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

笠間市の知名度向上及び交流人口増加や定住化促進が図れる。

③有料会員の廃止を決定。２７年度より、無料会員へ一本化し、全会員に対する情報発信
力を高める。
④会員に対し元気ふるさと応援基金への協力を促す。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

これまで蓄積してきた人脈やノウハウが無駄になっ
てしまう。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

現  状  維  持

会員増化のための勧誘方法及び、通常の会員情報管理方法につい
て、業務委託について検討していく。

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

⑥情報発信業務（ファン倶楽部通信発送）については、平成２７年度から試験的に授産施
設への業務委託を実施することとした。
体験事業については、関係団体の協力を得ながら、事業に対する職員従事数を減らす必
要がある。

効
率
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

笠間市の知名度向上及び交流人口増加や定住化促進を図るため、今後も継続すべき事
業である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

予
算
科
目

款

27年度（計画） 28年度（計画）

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）

笠間焼協同組合員数

PR事業数

事業費

笠間の陶炎祭入込み数⑤
成果
指標

商工振興費

会計
一般 地場産業支援事業（笠間焼）

項 目

商工費
根拠法令

左に同じ

商工費
―

実施計画・事務事業評価共通調書

総
合
計
画

小政策

事務事業番号

事務事業名

政
策
体
系

施策
小施策

政策

【PLAN】事務事業の計画

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

地場産業支援事業（笠間焼振興）

２　地場産業
１　経営の安定化推進

2

総合計画実施計画

④
対象
指標

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

第五次伝統的工芸品産業産地振興計画

共催者・関係団体

一部委託 ○
実施手法 負担金の有無

継続不明

開始年度

人

地場産業支援事業（笠間焼振興）（災害）

細目名

旅費 38,700円
需用費 29,690円
役務費 11,000円
負担金 350,000円
協同組合補助金 1,860,000円
陶芸展補助 500,000円
陶炎祭渋滞対策補助 1,000,000円
陶芸家支援補助金 6,700,000円

左に同じ

笠間焼協同組合と連携し、笠間の陶炎祭や市外でPR活動
を実施。
笠間焼第五次振興計画による事業展開。

H27事業計画

３　【年度目標】

関連計画
商工振興費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

一般

国の伝統的工芸品として指定を受け
ている笠間焼を活性化し、笠間への
来訪者の増加などの要因により、地
域経済効果を高める事を目的に、観
光や農業などと連携を図った事業展
開を行なう。

事
業
期
間

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

記入日

後期基本計
画重点視点

補
助
単
独
区
分

補助率
終了年度

継続

政策的事業
○

国補助

事務事業性質
重要事務事業

評価区分

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します

組合及び笠間焼陶芸家の経営安定させる
人

笠間焼協同組合と連携し、笠間の陶
炎祭や市外でPR活動を実施。
笠間焼第五次振興計画に沿った事
業展開。
笠間焼業務用食器研究会による販
売促進活動の強化。

単位

今後の笠間焼の
方針検討協議
笠間の陶炎祭集
客数

H28事業計画 H29事業計画

５　事務事業の目的と手段

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

評価事業

新規・継続

商工費 商工費

笠間焼陶芸家、笠間焼販売店、飲食店、旅館、笠間
焼協同組合

笠間焼協同組合、県
窯業指導所

所管省庁

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

笠間の陶炎祭や市外でのPR事業
国指定伝統的工芸品関連の団体と連携した事業を実
施

⑥
活動
指標

事業費及び指標の推移

手
段

回

千円

千円

25年度（実績）単位

千円

24年度（実績）23年度（実績）

9,723 10,489

300

0.20 1,5000.200

2,262 9,72311,557

2,262

0.38 1,500

15,50015,500

11,557

29年度（計画）

15,500

1,5000.200

15,500 15,500

1,5000.200

15,500

1,5000.200

17,300

3,027

157

25年度（実績）

177 250 300

1,800

27年度（目標）23年度（実績）

1,800

12 12

28年度（目標）

12

26年度（実績）

17,300

2,850

158

17,30014,657

0.38

24年度（実績）

12

1,800

1212

500,000341,000 488,000 490,000

160163

380,000

158 160160

10,489

250

1,800

2９年度（目標）

人
件
費

300時間外

職員割合

11,473

1,750

300

12,2895,289

2,850

3,100

千円

財
源
内
訳

千円

他課の協力分

嘱託臨時

人件費計（イ）

単位

千円

12

事
業
費

トータルコスト（ア）＋（イ）

笠間焼協同組合員数

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

PR事業数

事業費計（ア）

国庫支出金

地方債

その他

指標区分

回

千円

県支出金

千円

千円

対
象
指
標

人

千円

活
動
指
標

一般財源

千円

成
果
指
標

500,000468,000人笠間の陶炎祭入込み数



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

震災以前から、笠間焼関連事業者の売上は減少傾向にあったが、震災及びそれに伴う風評被害の影響により、さらに拍車がかかり、売上の減少が
継続している。経済状況が緩やかに回復していはいるが、業界全体がまだまだ厳しい状況である。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

地場産業である笠間焼を支援することで、同産業のみならず、笠間市
全体の経済活性化が期待できる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

③前年度の改革・改善案

名称

現  状  維  持資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

総合評価

【PLAN】事務事業の計画

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

地場産業である笠間焼の若手作家の底上げができ、それに伴った笠間焼全体の繁栄と笠
間市の経済活性化。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

その他

効
率
性
評
価

一次評価結果

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

申請者及び各窯元の状況により、臨時雇用や業務委託によって人件費が削減できないか
検討していく。

笠間焼の将来を担う若手作家を支援することで同産業の推進が図られ、全国に向けた笠
間市のＰＲ活動にもおおいに役立てることが出来る。また、笠間焼を目的とした観光客増加
が期待できる。

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

「笠間焼」というブランドをより高めることで、全国に向けたＰＲをより活発化させ、笠間焼を求
めて市へ訪れる観光客の増加が期待できる。

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

評価区分

評価事業
地場産業支援事業（稲田みかげ石
振興）

石材関連イベント開催数

指標区分

政策
小政策
施策

石材関連イベント参加者数

小施策

61

一般財源

時間外

他課の協力分

人

回

千円

活
動
指
標

県支出金

地方債

その他

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

稲田石材商工業協同組合員数

人件費計（イ）

事
業
費

職員割合

事業費計（ア）

人
件
費

嘱託臨時

予
算
科
目

財
源
内
訳

国庫支出金

6,531

6,531

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

根拠法令

補助金 3,340千円

商工費 商工費 商工振興費
負担金の有無

地場産業支援事業（稲田みかげ石振興）

千円

千円

6382,700 638

7,874

―

9

手
段

⑤
成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

単位

単位 27年度（目標） 28年度（目標）

5

24年度（実績）

5

23年度（実績）

1,950

8,481

25年度（実績）

5

4,502

563

3

61

人 210,000 210,000

6161

210,000

60

140,000 210,000 210,000

61

成
果
指
標

87,000

638 0.085 6380.085

3,340 3,3403,340

638

3,939

3,340 3,340

29年度（計画）

3,9395,174 3,340 3,340

人

稲田石材商工業協同組合員数

回

５　事務事業の目的と手段

石材関連イベント参加者数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

目
的

人
みかげ石関連業者、稲田石材商工業協同組合

組合及びみかげ石関連業者の経営安定させる

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

明治時代から続く地場産業である稲
田みかげ石の活性化について、事業
協同組合を中心に支援することによ
り業界全体の経営向上を図る。

H29事業計画
いなだストーンエキシビジョン開催補
助
いばらきストーンフェスティバル開催
補助
加工時に発生する石材スラッジ処理
に対する補助

左に同じ 左に同じ

４　【事業費の内容（決算額）】

石材イベント参加
者数

細目名 関連計画

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

不明 継続

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します 終了年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

２　地場産業
１　経営の安定化推進

款

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

事務事業番号

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 商工観光課3
平成27年3月27日

補助率

市単独

所属部課名

総
合
計
画

稲田石材商工業協同組合、稲田
羽黒石材スラッジ組合、県石材連
合会、稲田石材団地組合

共催者・関係団体

記入日

―

継続

後期基本計
画重点視点

○
事務事業名

政
策
体
系

23年度（実績） 26年度（実績）

事業費及び指標の推移

石材関連イベント開催数

27年度（計画） 28年度（計画）

石材関連イベントへの補助及び支援
石材処理協同組合への補助

24年度（実績） 25年度（実績）単位事業費

1,950 2,700 563

3,340

0.360.26 0.08

5,174

638

638

項会計
一般

いなだストーンエキシビション開催補助
いばらきストーンフェスティバル開催補助
加工時に発生する石材スラッジ処理に対する補助

H27事業計画 H28事業計画

補助金の有無
一部委託 ○
実施手法

対
象
指
標

61

0.085

3,978 3,978

26年度（実績）

5

0.085

2９年度（目標）

3,978 3,978

5

638

5



　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

笠間の地場産業である稲田みかげ石を支援することによる地域経済の活性化。

全体総括（振り返り，反省点）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
笠間以外の石材産地や石材業以外の業種との連携による事業効果の向上。

稲田地区で良質な稲田みかげ石が豊富に埋蔵されていたことから、国会議事堂や最高裁判所など、国の数々の建築物で使用されてるが、海外か
らの安価な製品が流通してきたことにより、稲田みかげ石の生産量は激減している。震災による墓石の修繕で、経営状況はやや持ち直してはいた
が、数年の後には経営状況は減少傾向に戻ってしまうと推測する。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続

県内の建築事務所を精力的に訪問し、
石材を建築資材として取り入れた設計と
していただくように働きかけた。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持資源配分

公共事業での活用と他産業との連携による事業展開を検討する。

【PLAN】事務事業の計画

名称

住宅系メーカーとの事業展開による業務
拡張

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

石材業全体の経済活性化、スラッジ処理支援による公害対策。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

効
率
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

震災から復興に伴い経営は上向いてはいたが、根本的な構造の変化がないため、今後も
支援は必要である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善

一次評価結果

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

5,8534,139

28年度（目標）

ご当地グルメサミット入り込み数

％

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

7,000

0

0

0 0

0

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ご当地グルメサミットin笠間実行委員会の組織、運
営、イベントのＰＲ活動及びその開催

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

0

00

7,000 0

7,0004,139 5,853

5,460

0

0

5,460

00千円

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳

0

千円

330

3,509 5,853

24年度（実績）23年度（実績）

83,000

0

１　【事務事業の全体概要及び背景】

５　ご当地グルメ・笠間のいなり寿司の推進

事
業
期
間

負担金の有無

茨城県内外の地域に根ざしたご当地
グルメを集め、訪れた方々にそれらを
堪能しながら、笠間の魅力を存分に
味わっていただき、何度も訪れてい
ただくためのきっかけづくりとして食
によるまちおこしイベントを開催する。

来場者数7万人

総
合
計
画

予
算
科
目

商工振興費一般

開始年度
施策

小施策

商工費
会計

ご当地グルメサミットinかさま

１　商　業

アンケート調査による活性化実感度

目
的

【DO】事務事業の実施

％
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

アンケート調査による満足度

イベントを市街地で開催することで、多くの来場者に
笠間の魅力を知っていただくと共に、何度も訪れてい
ただき、商工観光関連団体及び商店会の活性化を図
る

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

一部委託 ―

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

0

00

千円

単位

千円

0

5,460

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

アンケート調査による満足度

27年度（目標）26年度（実績）

0 0

0 0

千円

24年度（実績）

300

単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

％

29年度（計画）

―

政
策
体
系 Ｈ２３ 継続

記入日

―

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

新規・継続

笠間市商工会､笠間観光協
会､笠間焼協同組合､笠間い
なり寿司いな吉会

評価事業

％

4

市単独

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

評価区分

ご当地グルメサミットinかさま事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

アンケート調査による活性化実感度

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

55,000 70,000人 90,500

対
象
指
標

11月29日(土)、30日(日)に、笠間稲荷門前通り周辺で、ご当
地グルメサミットin笠間を開催する。
笠間市商工会、笠間観光協会、笠間焼協同組合、地元商
店会、ＪＡ常陸等からなる実行委員会が、企画から開催など
を行う。

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
計画なし 左に同じ 左に同じ

補助金 7,000千円

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

商工観光関連団体、商店会

５　事務事業の目的と手段

ご当地グルメサミット入り込み数 人



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

商工観光関連事業者や地元商店会との役割分担により、より地元に根ざしたイベントを目
指しながら、人件費の削減を検討していく。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

市街地で食を活用したまちおこしイベントを開催することで、多くの方々に笠間の魅力を
知っていただく、何度も訪れていただくような働きかけをする。

その他

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

イベント開催地である門前通りのみだけでなく、他の商店会や店舗等に
も多くのお客様に訪れていただくように、市全域にまちおこし活動を拡
充していく。

現  状  維  持

これまで市主体のまちおこし事業を、地元商店会と連携することにより、まちおこし活動の
重要性や達成感を共有することで、更なる活性化へ繋げていく。

県内外のご当地グルメを多数集め「ご当地グルメサミットin笠間」を市街地で開催することで、市外から訪れたの多くの来場者に、当市の魅力を伝え、
何度も笠間を訪れていただくことで、市街地の活性化を図る。

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

ご当地グルメを活用したまちおこしイベントは多くの来場者が期待でき、当市の魅力を伝え
る絶好の機会である。今後は、商工観光関連団体はもとより地元商店会と連携することで、
笠間の来訪者の増加とその回数増を図っていく。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

5事務事業番号
記入日 平成27年3月27日

目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

商工振興費商工費 市街地活性化推進事業

○

政策的事業

予
算
科
目

会計
一般

項

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

本

笠間市商工会

負担金の有無

件
単位５　事務事業の目的と手段

Ｈ13 継続

総
合
計
画

旅費 2,000円
需用費 13,208円
負担金 26,142円
補助金 2,300,000円

商店会加入数

事
業
期
間

開始年度

489 472 500

【DO】事務事業の実施

25年度（実績）

3,575

1,150

対
象
指
標

④
対象
指標

商工会が県の商店街再生総合支援事業を活用し、笠
間地区及び岩間地区で景観づくりやイベントなどによ
る活性化事業を実施。

補助事業件数

14

500

7,125

4,806

0.95

4,642

2,300

0.36

3 33

21.000

26年度（実績）

21.000

3,850

2,7000.362,700

2,341 2,400

0.33

2,321

4,621

0.85 6,375

2,506

3

⑥
活動
指標

関連計画

○

共催者・関係団体

商工観光課

％

市単独

根拠法令

笠間市商工会商業部会員数

⑤
成果
指標

補
助
単
独
区
分

所管省庁

終了年度

所属部課名

補助率

後期基本計
画重点視点

継続

左に同じ

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ○ ○
実施手法

３　【年度目標】

29年度（計画）23年度（実績）

3,8503,850

1,150

2,400

1,150

2,400

0.36

2,4002,400

事業費及び指標の推移

千円

千円

千円

その他

単位

2,341

2,475

1,038

28年度（目標） 2９年度（目標）

12,867

1,100

6,191

21.000

2,700 0.36 2,700

2,400

3,850

6,250

27年度（目標）

6,250

1,150

6,250

笠間市商工会商業部会員数

商店街に活気があると感じている市民の割合

単位

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します小政策

人
件
費 他課の協力分

千円

21.030

件

％

3

509535

21.000

1,100

8,225

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

市街地内商店街（笠間地区・岩間地区・友部地区）

細目名

新規・継続

指標区分

25年度（実績）

商店街に活気があると感じている市民の

県支出金

地方債

千円

商工費

事業費

政
策
体
系

政策

市街地内の活性化に向けた事業とし
て，市街地内において商業を中心と
した活性化事業に取り組んでいる。
笠間地区については，旧笠間市で策
定した中心市街地活性化基本計画
に基づき笠間市商工会において設
立したＴＭＯかさまを中心に商店街と
連携した事業を実施している。特に，
笠間稲荷門前通り道路景観整備に
合わせた事業を最優先事業として取
り組んでいる。岩間地区においても
20年度よりチャレンジショップ事業に
取り組んでいる。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

商店街が活性化することにより、各個店の集客増に繋
げる

28年度（計画）27年度（計画）

2,300 2,300

24年度（実績） 26年度（実績）

商店街活性化事業

１　商　業
２　市街地活性化と空洞化対策

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

施策
小施策

款

目
的

千円

2,342

8,196

33

23年度（実績） 24年度（実績）

本

千円

千円

千円

千円

千円

千円

手
段

国庫支出金

活
動
指
標

21.000

7,413

12,219

補助事業件数

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

時間外

嘱託臨時

笠間市商工会への補助申請(笠間地区・岩間地区）関連業
務
市内周遊事業（アートのまちめぐり）実施に向けた協議・事
務処理
各商店会支援として、協議などに参加し相談やアドバイスを
実施

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
笠間市商工会への補助申請(笠間地
区）関連業務
市内周遊事業（アートのまちめぐり）
実施に向けた協議・事務処理
各商店会支援として、協議などに参
加し相談やアドバイスを実施
バザール開催日への人的支援及び
月例会への出席と補助関連事務手
続きを実施。

左に同じ

500

成
果
指
標



②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

地域経済の中心となる市街地を活性化することで、本市を訪れる観光客の増加に繋がり、
市の経済活動の向上が期待できる。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

多くの市民や商店を巻き込んで、更なる市街化活性化を目指すことで、市全域への波及効
果が見込まれる。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

地域ごとの自主的な活性化事業と連動することにより、成果の拡充が図られる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

効
率
性
評
価

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

現  状  維  持

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

経済状況の悪化や震災の影響により、廃業する商業者や増加に伴い、空き店舗も増加傾向にある。しかし、毎年多くの方が訪れる観光地である笠
間としては、イメージアップと地域経済発展に繋がる市街地活性化は重要である。門前通りおいては、道路整備（まちづくり推進課）に併せた店舗の
景観整備が必要。また、平成２５年度で県補助事業が終了となったため、市補助金と自己財源での実施可能な内容へと再構築する。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

県の補助金により、地域住民の事業へ参加するという意識が高まってき
たことから、県補助金が終了となっても、市補助金及び自己財源で運営
できる内容へと事業を再構築する。また、活用できそうな他の補助事業
がないか検討する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

地域住民の参加型の市街地活性化により、地域経済活性化が期待できる。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

11,26010,607

28年度（目標）

110

イベント参加者数

店

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

105110

10,185

1,455

10,185

110 110

1,377

17

2,130

1,275

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

「ふるさとまつりinかさま」や「バザールdeいわま」など
のイベントへ補助及び支援を実施し、市内商工業者
のPRに努めた。

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

1,200

8,7308,730

8,730 8,730

8,7309,230 9,130

8,629

8,730

0.26 1,950

180180

8,629

1,2751,2750.17 0.170.17千円

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳

180180

1,455

180

千円

9,230 9,130

98 100

24年度（実績）23年度（実績）

0.16

25,000

17

10,185

180

１　【事務事業の全体概要及び背景】

３　他産業及び関連団体等との連携

事
業
期
間

負担金の有無

ふるさとまつり
地域の産業振興とＰＲにより活性化を
図ることや地域で活躍する市民団体
のＰＲを目的にした事業として、商工
会・農協・社会福祉協議会などの各
種ボランティアの共催により、毎年秋
の２日間にイベントを行う。

来場者数30,000
人

総
合
計
画

予
算
科
目

商工振興費一般

開始年度
施策

小施策

商工費
会計

ふるさとまつり事業

１　商　業

イベント出店者数

目
的

【DO】事務事業の実施

回
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

実行委員会数

市民や観光客の市内商工事業者の販売拡大
②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

すべて委託 ○

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

3

10,185

1,4551,455

千円

177

単位

千円

15

1,455

10,084

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

実行委員会数

27年度（目標）26年度（実績）

3 33

43,00043,00043,000

1,275 0.17 1,275

8,730 8,730

0.17

千円

24年度（実績）単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

店

29年度（計画）

―

政
策
体
系 不明 継続

記入日

―

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

新規・継続

ふるさとまつりinかさま実行委員会
バザールdeいわま実行委員会

評価事業

回

6

市単独

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

評価区分

ふるさとまつり事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

イベント出店者数

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

19,300 43,000人 20,000

対
象
指
標

ふるさとまつり実行委員会や幹事会へアドバイザーとしての
出席と補助関連事務手続きを実施。また、開催日への人的
支援を行う。

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
ふるさとまつり実行委員会や幹事会
へアドバイザーとしての出席と補助関
連事務手続きを実施。

左に同じ 左に同じ

補助金　 8,730千円

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

商工業者、岩間地区駅前商業者、市民団体

５　事務事業の目的と手段

イベント参加者数 人



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

これまで補助金を段階的に減額しており、これ以上の削減は、事業の開催の是非にまで影
響することから削減することはできない。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

地域住民が主体となり実行委員会を組織し、継続的に開催していることから、市街地活性
化のためにも支援は必要である。

その他

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

実行委員会主体により事業を実施しているが、関連団体や他地域との
連携を深めることで、より一層の波及効果が期待できる。

現  状  維  持

地域住民が中心となった継続的なイベント開催により、他地域の活性化へと広まっている。

平成２２年度より岩間商工祭を友部地区のふるさとまつりと合同開催となった。会場も笠間市みどりの広場へ移したことで、市全体で取り込むイベント
へ拡充された。平成２６年度でみどりの広場が使用できなくなることから、内容の検討が必要。

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

地域住民が主体となって継続的に事業を実施することで、市街地活性化に対する意識が
高まってきている。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

7事務事業番号
記入日 平成27年3月27日

目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

商工振興費商工費 笠間のいなり寿司推進事業

○

政策的事業

予
算
科
目

会計
一般

項

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

回

笠間いなり寿司いな
吉会、商工会

負担金の有無

店
単位５　事務事業の目的と手段

Ｈ18 継続

総
合
計
画

報償費　　　　　110,000円
旅費　　　 　　　194,000円
需用費　　　　　162,000円
役務費　　　　　123,000円
委託料 　　　   994,000円
備品購入費　  763,000円

ＰＲ活動数２５回

事
業
期
間

開始年度

15 15 15

【DO】事務事業の実施

25年度（実績）

23,750

950

300300

対
象
指
標

④
対象
指標

市内はもとより、県内外でのイベントや、B-１グランプリ
全国大会及び関東大会へ出展し、全国に向けて笠間
のPRを実施

ＰＲ活動数

55,000

15

5,250

5,619

0.70

9,181

300

2.70

48 3030

26年度（実績）

70,000

23,000

20,2502.70020,250

2,346 2,119

3.00

7,233

7,233

0.60 4,500

3,838

20

⑥
活動
指標

関連計画

○

共催者・関係団体

商工観光課

人

市単独

根拠法令

いなり寿司販売店数

⑤
成果
指標

補
助
単
独
区
分

所管省庁

終了年度

所属部課名

補助率

後期基本計
画重点視点

継続

左に同じ

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―
実施手法

３　【年度目標】

29年度（計画）23年度（実績）

21,50021,500

950

2,800

950

2,800

2.70

2,8002,119

事業費及び指標の推移

千円

千円

千円

その他

単位

2,346

22,500

937

1,481

1,800

28年度（目標）

300

2９年度（目標）

15,681

950

25,346

20,250 2.70 20,250

2,800

21,500

23,619

27年度（目標）

24,300

950

24,300

300

いなり寿司販売店数

ご当地グルメサミット入込み数

単位

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します小政策

人
件
費 他課の協力分

千円

83,000

店

人

30

1415

300

950

6,500

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工業者、観光関連事業者

細目名

新規・継続

指標区分

25年度（実績）

ご当地グルメサミット入込み数

県支出金

地方債

千円

商工費

事業費

政
策
体
系

政策

ご当地グルメ「笠間いなり寿司」を活
用し、首都圏を中心に笠間のＰＲを
行い、笠間への来訪者の増加を図
る。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ご当地グルメ「笠間いなり寿司」を活用し、笠間の食を
目的した来訪者を増加させ、観光関連事業者の活性
化に繋げる

28年度（計画）27年度（計画）

2,000

24年度（実績） 26年度（実績）

笠間いなり寿司推進事業

１　商　業
５　ご当地グルメ・笠間のいなり寿司の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

施策
小施策

款

目
的

千円

7,181

30,983

30

180

25

23年度（実績） 24年度（実績）

回

千円

千円

千円

千円

千円

千円

手
段

国庫支出金

活
動
指
標

90,500

5,617

11,236

ＰＲ活動数

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

時間外

嘱託臨時

笠間いなり寿司を活用し、県内外のイベントに出展し、当市
のＰＲ活動を実施。(Ｂ-１グランプリ全国大会などに出展）
市外のまちづくり団体との連携によるイベントを開催。
笠間いなり寿司推進キャラクターによる全国的なＰＲ活動

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
笠間いなり寿司を活用し、県内外の
イベントに出展し、当市のＰＲ活動を
実施。(Ｂ-１グランプリ全国大会及び
Ｂ-１グランプリ関東甲信越大会など
に出展）
市外のまちづくり団体との連携による
イベントを開催。
笠間いなり寿司推進キャラクターによ
る全国的なＰＲ活動

左に同じ

15

成
果
指
標



②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

食によるまちおこし活動は、当市の魅力を伝えるには有効な手法である。行政とボランティ
ア主体に移行したいな吉会と役割分担をより明確にし、まちおこし活動を市全域に拡充し
ていく。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
ＰＲ事業について業務委託を活用し，さらなる効率化を図る。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

笠間いなり寿司を活用したまちおこしは、地道な活動により、徐々にその成果が出始めて
いる。今後はより多くの市民や飲食業以外の事業者も巻き込むことで、市全域にまちおこし
活動の輪を広まっていくことが期待できる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

効
率
性
評
価

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

現  状  維  持

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

ご当地グルメによるまちおこしを行う団体からなる愛Ｂリーグ主催による「Ｂ－１グランプリ」への出展することで、笠間いなり寿司推進キャラクターであ
る「笠間のいな吉」を活用することで、多くのマスコミに取り上げられ、県内はもちろん全国に向けて笠間をＰＲし、当市の魅力を伝えている。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

行政といな吉会との役割をより明確することで、更なる事業の推進と、市
全域に推進していく。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

笠間いなり寿司を活用したまちおこし活動を実施するにあたり、市民ボランティアからなる
「笠間いなり寿司いな吉会」と連携して事業を展開していく。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

250488

28年度（目標）

60

たばこ税額

人

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

6580

363

338

363

60 60

150

5

150

263

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

未成年者喫煙防止やポイ捨て防止などの事業支援と
して、笠間たばこ販売組合への補助を実施。

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

150

100100

100 100

100338 100

100

100

0.02 150

100

2633380.05 0.0350.035千円

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳

263

千円

338 100

91 80

24年度（実績）23年度（実績）

0.02

540,216,364

4

363

１　【事務事業の全体概要及び背景】

４　経営の安定化

事
業
期
間

負担金の有無

たばこ小売店のたばこ販売により、た
ばこ消費税を徴収し、市予算への充
当を図る。
平成27年1月1日をもって、笠間たば
こ販売協同組合は、日立たばこ販売
協同組合・大子たばこ販売協同組合
とともに、茨城たばこ販売協同組合と
合併。広域組合を組織することによ
り、事業効率化と経費削減を図る。
今後は、茨城たばこ販売協同組合笠
間支部として活動を継続する。

販売組合員数70
人

総
合
計
画

予
算
科
目

商工振興費一般

開始年度
施策

小施策

商工費
会計

商工総務費標準的事業(商工Ｇ）

１　商　業

たばこ販売業者(組合員数)

目
的

【DO】事務事業の実施

回
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

社会貢献活動などの支援

たばこ売り上げ増加によるたばこ税の増収
②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

直営 ○

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

4

363

263263

千円

単位

千円

5

263

438

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

社会貢献活動などの支援

27年度（目標）26年度（実績）

4 44

550,000,000550,000,000550,000,000

263 0.035 263

100 100

0.035

千円

24年度（実績）単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

人

29年度（計画）

―

政
策
体
系 不明 継続

記入日

―

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

新規・継続

笠間たばこ販売協同
組合

評価事業

回

8

市単独

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

評価区分

笠間たばこ販売組合補助事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

たばこ販売業者(組合員数)

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

546,469,031 576,295,344円 594,848,294

対
象
指
標

販売組合の補助申請事務及び清掃活動への人的支援

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
販売組合の補助申請事務及び清掃
活動への人的支援

左に同じ 左に同じ

補助金 100千円

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

たばこ販売事業者

５　事務事業の目的と手段

たばこ税額 円



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
既に補助金を減額しておりこれ以上減額の余地はない。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

受動喫煙、未成年者喫煙防止、ポイ捨て防止などの環境改善活動を関連団体と協議しな
がら推進していく。

その他

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

市民のたばこに対する考え方を理解し、社会的貢献のある事業を実施
しすると共に、その活動を広くＰＲしていく。

現  状  維  持

社会性のある事業として広く市民へ周知するために、対象事業を検討し、市内でのたばこ
販売増収によるたばこ税増収を図る。

・喫煙を原因とする将来の生活習慣病や、受動喫煙による健康被害等を防止するため、全国的に受動喫煙防止対策が望まれている。
・平成25年夏、笠間たばこ販売協同組合（当時）は、喫煙場所の確保について市へ平成25年夏に要望書を提出したが、市は、公共施設等の段階的
敷地内禁煙の取組を進めている。

③前年度の改革・改善案

活動がたばこ税の増収につながることの意識があ
り、市への貢献が大きいと考えている為、社会的貢
献を前面に出した事業転換を図る。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

組合主体による新たな環境整備事業設
立

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

補助事業者は、たばこ販売促進による各販売店の振興、そして喫煙環境の整備促進及び
喫煙マナー向上のため各種事業を励行している。市としては、引き続き補助を継続し、た
ばこ税増収による財政充実を図るとともに、たばこに関する環境整備を支援する。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

9事務事業番号
記入日 平成27年3月27日

目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

商工振興費商工費 商工会補助事業

―

政策的事業

予
算
科
目

会計
一般

項

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

回

商工会

負担金の有無

人
単位５　事務事業の目的と手段

不明 継続

総
合
計
画

補助金 20,000千円商工会員数の増
加
2,200人(商工会
会員数）

事
業
期
間

開始年度

2,186 2,146 2,200

【DO】事務事業の実施

25年度（実績）

773

60

対
象
指
標

④
対象
指標

商工会への補助
商工会への立ち入り検査などにより健全な商工会運
営を指導。

商工会との協議

33

2,200

2,175

25,600

0.29

25,000

0.095

35 3535

50

26年度（実績）

28

773

7130.095713

20,000 20,000

0.10

20,000

20,000

0.19 1,425

25,600

30

⑥
活動
指標

関連計画

―

共催者・関係団体

商工観光課

人

市単独

根拠法令

会員数

⑤
成果
指標

補
助
単
独
区
分

所管省庁

終了年度

所属部課名

補助率

後期基本計
画重点視点

継続

左に同じ

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ○ ―
実施手法

３　【年度目標】

29年度（計画）23年度（実績）

773773

60

20,000

60

20,000

0.095

20,00020,000

事業費及び指標の推移

千円

千円

千円

その他

単位

20,000

713

59

28年度（目標） 2９年度（目標）

27,235

60

20,773

50

713 0.095 713

20,000

773

20,773

27年度（目標）

20,773

60

20,773

会員数

商工会会員新規加入数

単位

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します小政策

人
件
費 他課の協力分

千円

34

人

人

35

2,2122,301

50

60

2,235

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工会及び会員

細目名

新規・継続

指標区分

25年度（実績）

商工会会員新規加入数

県支出金

地方債

千円

商工費

事業費

政
策
体
系

政策

地域経済団体である商工会に補助
することにより、地域活性化を図り健
全な商工業者の育成を図る

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

市内商工業者の活性化

28年度（計画）27年度（計画）24年度（実績） 26年度（実績）

商工会補助事業

１　商　業
４　経営の安定化

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

施策
小施策

款

目
的

千円

25,000

20,773

3535

23年度（実績） 24年度（実績）

回

千円

千円

千円

千円

千円

千円

手
段

国庫支出金

活
動
指
標

34

1,484

27,084

商工会との協議

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

時間外

嘱託臨時

商工会運営に対するアドバイス(立ち入り検査等)
商工会業務に関わる事務

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
商工会運営に対するアドバイス(友
部・岩間事務所合併に関すること、立
ち入り検査等)
商工会業務に関わる事務

左に同じ

2,200

成
果
指
標



②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

合併後の組織改革
会員及び事務局の意識改革
岩間事務所移転に関する助言等

③前年度の改革・改善案

３商工会の合併したことで地域振興がより向上するために、事業手法の円滑化と組織の見
直しを図る必要がある。特に、定年等により人員が減少しているにも関わらず、会員ニーズ
は複雑化していることから、効率的かつ有効的な職員配置を実施していくことを働き掛けて
いく。更には、会員意識の向上を含めた地域産業全体の活性化に向けた取り組みについ
ても検討していく。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

各会員の意識向上と事務局体制の変革により、事業効果が一層向上するように検討してい
く。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

商工会の合併により、３地区の合同事業として「ふるさとまつりin笠間」や「商品券発行」など
を実施することで、合併の効果は表れている。組織や事業の見直しにより、更に効果が上
がるように図っていく。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

効
率
性
評
価

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続

毎年実施している立ち入り検査で組織改
革等推進するよう指導。徐々に改善され
ている。
岩間事務所移転について早期に方向性
を示すよう引き続き助言を行う。

評価理由

現  状  維  持

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

平成２２年１月１日付けで３地区の商工会が合併したが、国や県での商工会全体の見直し作業により、組織や運営についての見直しが図られ、平成
２４年度より合併前の地区にとらわれずに、各事務所管での人事異動なども実施された。また、一部人事権が県に移行されたことで、笠間市以外の
商工会との人事異動も行われている。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

地域活性化の中心的団体として、健全な中小企業者の育成だけでな
く、市民からの要望にも対応できるように、市民はもちろん、他団体と連
携により継続的に事業を実施していく。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

農業や観光などとの事業連携

商工事業者に対する経営相談業など、本来、行政が主体となって実施する業務について、
商工会が窓口となって実施している。今後も専門的な業務を継続して実施することで、市
内商工業者の経営状況の向上を図っていく。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

62,14867,936

28年度（目標）

利子補給利用者数

2,100

人

自治・振興金融利用者数

人

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

2,1462,186

92,668

3,575

88,668

2,100 2,100

3,352

12

4,100

3,188

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

市金融制度（自治・振興金融保証料及び利子の補
助）の実施。

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

3,150

85,48080,000

89,480 80,000

89,48064,584 58,048

86,877

85,480

0.52 3,900

200200

86,877

3,1883,3750.45 0.4250.425千円

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳

3,188

千円

64,584 58,048

2,301 2,186

24年度（実績）23年度（実績）

0.42

135

12

83,188

１　【事務事業の全体概要及び背景】

４　経営の安定化

事
業
期
間

負担金の有無

市の金融制度である自治・振興金融
制度を活用することにより、市内中小
企業者の健全な企業活動を支援す
る。

・自治・振興金融
利用者数
・利子補給利用者
数

総
合
計
画

予
算
科
目

商工振興費一般

開始年度
施策

小施策

商工費
会計

中小企業金融支援事業

１　商　業

商工業者数

目
的

【DO】事務事業の実施

回
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

金融審査会数

制度活用による経営安定化
②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

一部委託 ○

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

12

88,668

3,1883,188

千円

202

単位

千円

12

3,188

90,452

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

金融審査会数

27年度（目標）26年度（実績）

12 1212

500

150150150

500

3,188 0.425 3,188

85,480 85,480

0.425

千円

24年度（実績）単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

人

29年度（計画）

―

政
策
体
系 不明 継続

記入日

―

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

新規・継続

商工会

評価事業

回

10
平成27年3月27日

商工観光課

○

所属部課名

評価区分

中小企業金融支援事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

商工業者数

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

500

131

503493

185人

562 464

237

対
象
指
標

市金融制度に基づく事務
・自治・振興金融保証料補給
・利子補給

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
市金融制度に基づく事務
・自治・振興金融保証料
・利子補給

左に同じ 左に同じ

委託料 　　　　　1,080千円
保証料補助金 35,500千円
利子補助金　　13,618千円
預託金　　　　　30,000千円
寄託金　　　　　  2,900千円

単位

利子補給利用者数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

中小企業者

５　事務事業の目的と手段

自治・振興金融利用者数 人
人



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

申請受付・審査及び毎月開催する審査会の事務について、笠間市商工会が主体となって
実施しており、国や県の金融制度とあわせた適切な指導業務により、市の負担軽減を図っ
ている。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

融資制度及びその保証に関する補助により、中小企業金融の円滑化及び経営の安定化を
図っている。

その他

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

中小企業の経営安定化に欠かすことの出来ない重要な事業であること
から、今後も継続して事業を実施することが必須である。

現  状  維  持

中小企業の円滑な経営を促すための支援として重要な施策である。
利子補給・保証料補給補助についても、中小企業の負担を軽減するため重要である。

・25年度より、自治金融の運転資金限度額が500万円から1000万円へと拡大され、また返済期間も5年以内から7年以内へと延長された。
・25年度は、アベノミクス効果と東京オリンピック開催決定により、景気の向上が見られ、自治・振興金融の利用者が一時増加した。

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

中小企業に対する支援制度として有効な制度であり、今後も継続すべき事業である。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

11事務事業番号
記入日 平成27年3月27日

目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

商工振興費商工費 中小企業活動促進支援事業

○

政策的事業

予
算
科
目

会計
一般

項

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

人

負担金の有無

人

人

単位５　事務事業の目的と手段

H26 継続

総
合
計
画

補助金 2,240千円制度活用者数
福利厚生施設補
助金（2件：
1,940,446円）
市民雇用創出補
助金（１件：
300,000円）

事
業
期
間

開始年度

10

2,186 2,146 2,250

【DO】事務事業の実施

25年度（実績）

0

対
象
指
標

新たな設備投資に伴う市民雇用創出補助利用者数

④
対象
指標

当該補助制度の活用推進のためのＰＲ

補助金交付者数

0

0 0 0

2,250

1

0

0 30

5 107

5

26年度（実績）

2

0

00

2,240 6,0000

0

0

⑥
活動
指標

関連計画

―

共催者・関係団体

商工観光課

人

市単独

根拠法令

商工業者数

⑤
成果
指標

補
助
単
独
区
分

所管省庁

終了年度

所属部課名

補助率

後期基本計
画重点視点

新規

左に同じ

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

３　【年度目標】

29年度（計画）23年度（実績）

00

6,000

6,000

6,0006,000

事業費及び指標の推移

千円

千円

千円

その他

単位

2,240

0

28年度（目標） 2９年度（目標）

30 2,240

5

0 0

6,000

0

6,000

27年度（目標）

6,000 6,000

15新たな設備投資に伴う市民雇用創出補助利用者数

商工業者数

福利厚生施設整備補助利用者数

単位

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します小政策

人
件
費 他課の協力分

千円

1

人

人

10

2,2122,301

3

0

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

中小企業者

細目名

新規・継続

指標区分

25年度（実績）

福利厚生施設整備補助利用者数

県支出金

地方債

千円

商工費

事業費

政
策
体
系

政策

地域産業の振興の促進及び市民の
雇用創出に寄与するため、企業が行
う労働環境改善のための福利厚生施
設整備及び新たな設備投資に伴う市
民雇用創出に対し、予算の範囲内で
補助金を交付する。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

制度活用による地域産業の促進及び市民の雇用創
出

28年度（計画）27年度（計画）24年度（実績） 26年度（実績）

中小企業活動促進支援事業

１　商　業
４　経営の安定化

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

施策
小施策

款

目
的

千円

30

0

01

23年度（実績） 24年度（実績）

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

手
段

国庫支出金

活
動
指
標

0

0

0

補助金交付者数

人

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

時間外

嘱託臨時

市の補助制度に基づく事務。
・福利厚生施設整備
・新たな設備投資に伴う市民雇用創出

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
市の補助制度に基づく事務。
・福利厚生施設整備
・新たな設備投資に伴う市民雇用創
出

左に同じ

15

2,250

成
果
指
標



②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

地域産業の振興と市民雇用の創出を図るために有効な制度であり、今後も継続すべき事
業である。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
市内事業者へＰＲ活動を行い、更なる産業振興と雇用創出の増加を図っていく。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

当市へ新規の企業を誘致し易くなると共に、既に創業している企業についても、労働環境
の向上とより多くの市民雇用創出の機会増加へと繋がっていく。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

効
率
性
評
価

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

現  状  維  持

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

企業が行う労働環境改善のための福利厚生施設整備及び、新たな設備投資に伴う市民雇用創出に対し、予算の範囲内で補助金を交付すること
で、地域産業の振興の促進と市民の雇用創出を図ることができる。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

地域産業の振興と市民雇用の創出を図るために必要な事業であること
から、今後も継続して実施していく必要がある。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

当該補助制度を活用することで、地域産業の振興と新たな市民雇用の創出を図ることがで
きる。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

4,9516,794

28年度（目標）

79,000

補助活用者数

人

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

77,42477,723

2,270

1,300

3,025

79,000 79,000

3,925

50

3,925

1,650

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

市民が就業に必要な資格を取得する為、補助職業能力アップ支
援事業及び就職応援補助事業による補助を実施。
笠間地区建設高等職業訓練校協会への助成

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

3,900

1,3501,300

595 1,300

5952,869 1,026

639

1,400

0.52 3,900

2525

639

1,6501,2750.17 0.220.22千円

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳

2525

1,675

25

千円

2,869 1,026

78,862 78,279

24年度（実績）23年度（実績）

0.52

707

110

2,975

25

１　【事務事業の全体概要及び背景】

１　雇用の創出

事
業
期
間

負担金の有無

経済対策及び雇用の状況の悪化に
対する支援として、市民が職に関し
必要な資格を取得することを支援す
る為、補助職業能力アップ支援事業
及び就職応援事業による補助を実
施。
笠間地区建設高等職業訓練校協会
への助成する。

補助活用者数
資格取得50件
雇用安定100件

総
合
計
画

予
算
科
目

商工振興費一般
一般

開始年度
施策

小施策

商工費
会計

商工振興費商工費

職業能力アップ支援事業

３　雇用・労働環境

市民

目
的

【DO】事務事業の実施

件
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

補助件数

失業者、非正規雇用、学生などの就業
中小企業者の雇用安定
職に関する能力向上

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

直営 ○

根拠法令
関連計画款 項 目

商工費

細目名

2９年度（目標）

100

3,075

1,6751,675

千円

25

単位

千円

27

1,675

1,939

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

補助件数

27年度（目標）26年度（実績）

100 10015

1,0001,0001,000

1,650 0.22 1,650

1,350 1,400

0.22

千円

24年度（実績）単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

商工振興費標準的事業(商工Ｇ）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

人

29年度（計画）

―

政
策
体
系 Ｈ２２ 継続

記入日

―

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

新規・継続

笠間地区建設高等職業訓練
校協会、ハローワーク、商工
会

評価事業

件

12

市単独

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

評価区分

雇用対策事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

市民

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

2,318 18人 166

対
象
指
標

資格取得に対する補助事業事務
職業訓練校協会補助事業事務
雇用対策事業事務（就職面接会）

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
資格取得に対する補助事業事務
職業訓練校協会補助事業事務
雇用対策事業事務（就職面接会）
大学と連携した就職支援セミナー開
催

左に同じ 左に同じ

資格取得補助 289,000円
訓練校補助　　　90,000円
就職面接会　　216,000円

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

中小企業者、市民

５　事務事業の目的と手段

補助活用者数 人



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
さらなるＰＲを実施するとともに、活用者の向上を図る。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

未就職者などの資格取得支援により、正規雇用者の増加が図れる。また、就職面接会の開
催により、地元企業への就職者増が図れる。

その他

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

雇用促進を図るための事業として、有効な事業であり、今後も継続して
いく必要がある。

現  状  維  持

事業効果を向上させるため、各種事業について広報の充実を図った。特にＨ２５年度に実
施した就職面接会については、笠間市初の開催にもかかわらず、企業15社、参加者51名
が集まった。

経済状況や雇用状況の悪化に対する支援策として、雇用に関する補助を実施。国（ハローワークなど）と連携した事業として、中小企業の経営安定
化にもつながった。

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

本年度は離職者や学生などへの資格取得による能力向上や面接会による就職増加が図ら
れ、雇用促進につながる事業であり、今後も継続した事業を実施する。
また、雇用安定にも重要な事業である。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

課題なし

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

13事務事業番号
記入日 平成27年3月27日

目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

商工振興費商工費 商工振興費標準的事業(商工Ｇ）

―

政策的事業

予
算
科
目

会計
一般

項

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

人

市内企業

負担金の有無

人
単位５　事務事業の目的と手段

不明 継続

総
合
計
画

予算0円インターシップ受
入人数
20人

※H26年度から市
役所の受入人数

事
業
期
間

開始年度

700 700 700

【DO】事務事業の実施

25年度（実績）

1,175

50

対
象
指
標

④
対象
指標

雇用創出研究会（24年解散）が、インターシップ受入
企業に補助を実施。
市役所においても、積極的に受入。

市役所受入数

19

700

3,900

0

0.52

0

0.10

14 2020

20

26年度（実績）

14

800

7500.10750

0 0

0.15

0

0.52 3,900

19

⑥
活動
指標

関連計画

―

共催者・関係団体

商工観光課

人

市単独

根拠法令

学生等

⑤
成果
指標

補
助
単
独
区
分

所管省庁

終了年度

所属部課名

補助率

後期基本計
画重点視点

継続

左に同じ

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

実施手法

３　【年度目標】

29年度（計画）23年度（実績）

800800

50 50

0

0.10

事業費及び指標の推移

千円

千円

千円

その他

単位

1,125

50

28年度（目標） 2９年度（目標）

3,950

50

800

20

750 0.10 750

0

800

800

27年度（目標）

800

50

800

学生等

市役所受入数

単位

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します小政策

人
件
費 他課の協力分

千円

12

人

人

20

703607

20

50

3,950

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

中小企業者、学生

細目名

新規・継続

指標区分

25年度（実績）

市役所受入数

県支出金

地方債

千円

商工費

事業費

政
策
体
系

政策

市役所においてインターンシップを
受け入れることで，学生の職業観や
勤労観を養う。
また，積極的な受け入れにより，市の
イメージアップも期待される。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

就業意識の高揚及び地元雇用の促進

28年度（計画）27年度（計画）24年度（実績） 26年度（実績）

【廃止】インターンシップ推進事業

３　雇用・労働環境
２　インターンシップの推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

施策
小施策

款

目
的

千円

1,175

1912

23年度（実績） 24年度（実績）

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

手
段

国庫支出金

活
動
指
標

19

3,950

3,950

市役所受入数

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

時間外

嘱託臨時

市役所でのインターシップ受入
　（１）受入部署の確保
　（２）教育機関との調整

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
市役所でのインターシップ受入 左に同じ

700

成
果
指
標



②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

インターンを実施している地方自治体は高校や大学からの要望に比して少ないため、競争
が激しくなっている。より多くの学生に学習機会を提供できるよう、拡充し継続して実施して
いく必要がある。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

将来の経済活動を向上させるため、若年層の労働意識を高める本事業は必要であり、削
減は困難である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

学校からの要望も多く、今後も増加すると予想される。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

効
率
性
評
価

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

現  状  維  持

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

経済状況がやや上向いており、積極的にインターンを受け入れる企業が増加している。しかしながらインターンを実施している地方自治体の数は高
校や大学からの要望に比して少ないため、競争が激しくなっている。より多くの学生に学習機会を提供できるよう、拡充し継続して実施していく必要
がある。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

学生の職に対する意識の向上を図るため今後も継続して実施すべき重
要な事業である。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

将来の社会を担う若年層の職に対する意識を高めるために、学校や地域企業等と連携し
て実施している事業であることから必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

6,3256,325

28年度（目標）

127

事故件数

社

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

127115

1,150

1,150

1,150

127 127

6,325

55

6,325

1,125

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

火薬類取締法・電気用品安全法・計量法・中小小売
商業振興法・中小企業団体の組織に関する法律・中
小企業等協同組合法・商工会法に基づく一部事務を
実施。

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

6,300

0000 0 0

0.84 6,300

2525

0

1,1251,1250.15 0.150.15千円

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳

2525

1,150

25

千円

51 55

24年度（実績）23年度（実績）

0.84

0

51

1,150

25

１　【事務事業の全体概要及び背景】

３　地域に根ざした工業の振興

事
業
期
間

負担金の有無

県からの事務権限委譲事務として、
産業関連法律に基づく、認可や検査
などの事務を実施する。

実施件数４４件
（火薬譲渡１件、譲
受14件、消費14
件、煙火４件、商工
会１件、計量法６
件、ＰＳＥ2件、
PSTG１件、PSLPG1
件

総
合
計
画

予
算
科
目

商工振興費一般

開始年度
施策

小施策

商工費
会計

商工振興費標準的事業(商工Ｇ）

２　工　業

中小企業

目
的

【DO】事務事業の実施

件
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

処理件数

安全な事業実施
②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

直営 ―

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

76

1,150

1,1501,150

千円

25

単位

千円

71

1,150

1,150

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

処理件数

27年度（目標）26年度（実績）

75 7544

000

1,125 0.15 1,1250.15

千円

24年度（実績）単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

社

29年度（計画）

―

政
策
体
系 Ｈ２０ 継続

記入日

―

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

新規・継続

商工会など

評価外事業

件

14

市単独

平成27年3月27日
商工観光課

―

所属部課名

評価区分

産業関連業務委譲事務

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

中小企業

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

0 0件 0

対
象
指
標

火薬類取締法・電気用品安全法・計量法・中小小売商業振
興法・中小企業団体の組織に関する法律・中小企業等協同
組合法・商工会法・ガス事業法・液化石油ガスの保安の確
保及び取引の適正化に関する法律に基づく認可及び検査
などの業務

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
火薬類取締法・電気用品安全法・計
量法・中小小売商業振興法・中小企
業団体の組織に関する法律・中小企
業等協同組合法・商工会法・ガス事
業法・液化石油ガスの保安の確保及
び取引の適正化に関する法律に基
づく認可及び検査などの業務

左に同じ 左に同じ

予算 0円

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

中小企業者

５　事務事業の目的と手段

事故件数 件



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

産業関連の事務委任として、Ｈ２４年度に2事業が委任された。今後も委任の検討をする事務があり、組織体制を含めた環境作りが必要。

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 15
記入日

所属部課名

維持管理事業評価区分

評価事業

施設の修繕の実施。
指定管理者制度を導入し、植栽管理の実施。

５　事務事業の目的と手段

植栽管理面積

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

5630.075

予
算
科
目

会計
一般 観光施設費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客

笠間焼の販売強化及び周辺施設との連携を濃密に
し、施設の魅力の向上を図る。

⑤
成果
指標

左に同じ

・植栽管理業務委託（指定管理）
・施設修繕
・施設整備工事

需用費　　500千円
委託料　9,500千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

㎡
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

円

工芸の丘入館者数

工芸の丘販売額

26年度（実績） 27年度（計画）

0.075

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

525

その他 千円

千円

11,134

11,134

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

工芸の丘入館者数 236,990人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

9,914

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

１　観　光

款

入館者数
240,000人

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
・植栽管理業務委託（指定管理）
・施設修繕

活
動
指
標

600 0.07

23年度（実績） 24年度（実績）

0.08

地場産業の振興、体験型施設、観光
情報発信機能として整備された施設
の魅力を更に高めるため、周辺施設
（陶芸美術館、あそびの杜、イベント
広場、陶の小径等）との回遊性を高
める。

600

25年度（実績）

563

11,519

㎡

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体 笠間工芸の丘（株）

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

H10

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
○

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

２　情報発信の強化

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 工芸の丘管理事業

小政策

小施策
項

―

工芸の丘管理事業
関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

25,000

0.075

563

0.075

10,000 10,000

10,000 10,000

563

11,659

563 0

525

25,000

10,563 10,563

563

2９年度（目標）

563

25,000

10,563

240,000240,000

260,000,000 260,000,000260,000,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

240,000

563 0

240,000

25,000

10,000

28年度（目標）

25,000

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

25,000

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

円

10,956

10,000

10,000

10,956

10,000

10,000

9,914

242,709,000

221,360

10,514

25,000

成
果
指
標

260,000,000227,816,000工芸の丘販売額

左に同じ

240,000

植栽管理面積

人件費計（イ）

260,000,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
地場産業の振興や参加型体験施設として有効活用している。

笠間市の中核施設として情報を発信し、地場産業と観光の振興を目指してきている。年間を通した来場者数は、東日本大震災による原子力発電所
事故の風評被害の影響で減少傾向にあったが、北関東自動車道前線開通もあり回復傾向にある。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
笠間の観光情報発信機能を整備した施設であるため管理することは適切である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

指定管理料として植栽管理及び施設等の修繕料の事業費であるため削減の余地はない。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

笠間市の地場産業の振興、参加体験型施設、観光情報発信機能とし
て整備された施設である。

その他

笠間の観光情報発信機能の施設としては役割を果たしているが、観光PRや営業活動の強
化を行い更なる集客の向上を図る必要がある。

一次評価結果

現行どおり継続
評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 16
記入日

所属部課名

維持管理事業評価区分

評価事業

件
スカイロッジ施設整備の実施。
スカイロッジ・フォレストハウス・野外ステージ等、愛宕
山周辺を一体的に管理できるように指定管理者制度
を導入。

５　事務事業の目的と手段

指定管理料

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

営業日
施設整備

1,6500.220

予
算
科
目

会計
一般 観光施設費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客

利用者の利便性を高め、稼働率の向上を図るととも
に、愛宕山周辺地域全体の魅力を向上させ集客を図
る。

⑤
成果
指標

％

左に同じ

・指定管理の年度協定書の締結
・施設修繕
・指定管理料の支出
・土地賃借料支出
・施設整備工事

需用費　1,055千円
委託料　10,834千円
賃借料　2,841千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

円
⑥

活動
指標

％

④
対象
指標

人

稼働率（宿泊棟数）

円

宿泊者数

稼働率（宿泊人数）
宿泊額

日

26年度（実績） 27年度（計画）

0.220

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

2,625

その他 90千円

千円

15,408

15,408

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

宿泊者数 7,751人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

14,018

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

２　公園・緑地

款

・スカイロッジ宿泊
者数　10,000人

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

2,175 0.35

23年度（実績） 24年度（実績）

0.29

地域との連携を深めた「通年型観光
拠点施設」として、指定管理者制度
を活用し稼働率の向上を図る。

2,175

25年度（実績）

1,650

22,441

件

円

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体 （一社）笠間観光協会

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

H3

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

１　自然公園の保全・活用

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 愛宕山管理事業

小政策

小施策
項

―

愛宕山管理事業
関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

（スカイロッジ管理含む）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

9,900,000

0.220

1,650

0.22

15,000 15,000

15,000 15,000

1,650

18,033

1,650 0

2,625

10,183,000

16,380 16,650

1,650

2９年度（目標）

1,650

10,183,000

16,650

8,500

365

8,500

365365

33,000,000 36,000,00036,000,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

稼働率（宿泊棟数） ％

千円

6

8,000

1,650

3

0

8,500

10,183,000

15,000

3

28年度（目標）

3

10,183,000

26年度（実績） 27年度（目標）

365

トータルコスト（ア）＋（イ）

施設整備

稼働率（宿泊人数）

3

0

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

施策

円

20,791

15,000

14,730

20,791

15,000

14,730

14,108

366

30,964,790

366

7,674

365

4

16,283

3

9,900,000

35 3838

成
果
指
標

33

32,000,00027,638,920

36 36

4141

宿泊額

左に同じ

日営業日

41

8,000

34 36％

36

3433

指定管理料

人件費計（イ）

33,000,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案

スカイロッジの稼動率アップに向けた企画事
業の実施。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

スカイロッジの稼働率アップに向けた企
画事業の実施。

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
宿泊促進のための宿泊プランを企画する必要がある。

東日本大震災の影響により、一時はスカイロッジの宿泊客が減少したが、リピーターなどで回復しつつある。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
スカイロッジを拠点に愛宕山周辺を一体的に管理するためには必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

指定管理者制度の導入により効率性を図っている。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

スカイロッジの稼働率アップに向けた企画事業を行っているが、更なる
誘客に向けたプラン作りが必要である。

その他

スカイロッジを拠点に愛宕山周辺を一体的に管理するための指定管理者制度の導入は適
切であった。スカイロッジの宿泊額も目標額を達成できた。

一次評価結果

改善し，継続

スカイロッジ宿泊プランなどの企画事業
を実施。

評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 17
記入日

所属部課名

維持管理事業評価区分

評価事業

㎡
園内施設の修繕の実施。
指定管理者制度を導入し水性植物園等の管理の実
施。

５　事務事業の目的と手段

指定管理料

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

管理面積

9380.125

予
算
科
目

会計
一般 観光施設費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客

市民や観光客が北山公園の自然環境に親しみなが
ら、観光レクリエーション及びスポーツ活動、健康増進
に活用できるように園内の維持管理を行う。

⑤
成果
指標

左に同じ

・北山公園管理業務委託（指定管理）
・園内修繕
・土地賃借料

需用費　300千円
委託料　15,809千円
賃借料　1,083千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

円
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

人

市民数

入園者数

26年度（実績） 27年度（計画）

0.125

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

900

その他 千円

千円

17,950

17,950

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

市民数 78,862人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

17,086

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

２　公園・緑地

款

入園者数
210,000人

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

600 0.12

23年度（実績） 24年度（実績）

0.08

市民や観光客が北山公園の自然環
境に親しみながら、観光レクリエー
ション及びスポーツ活動、健康増進
に活用できるように園内の維持管理
を行う。

600

25年度（実績）

938

20,219

㎡

円

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体
笠間市造園建設業協
同組合

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
―

事
業
期
間

S53

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

１　自然公園の保全・活用

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 北山公園管理事業

小政策

小施策
項

―

北山公園管理事務
関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

15,000,000

0.125

938

0.13

17,192 17,192

17,192 17,192

938

18,850

938 0

900

15,000,000

18,130 18,130

938

2９年度（目標）

938

15,000,000

18,130

79,00079,000

180,000 180,000180,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

86,980

77,723

938

86,980

0

79,000

15,000,000

17,192

86,980

28年度（目標）

86,980

15,000,000

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

管理面積 86,980

15,000,000

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

施策

人

19,281

17,192

17,192

19,281

17,192

17,192

17,086

173,978

78,279

86,980

17,686

86,980

15,000,000

成
果
指
標

154,335162,691入園者数

左に同じ

77,351

指定管理料

人件費計（イ）

180,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

現在の施設では、指定管理者の専門的技術による管理が有効であり、入園者の増加の向
上の余地はない。

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

市民の観光レクリエーション及びスポーツ活動、健康維持増進に活用し、また維持管理す
ることは適切である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

指定管理者制度の導入により効率性を図っている。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

指定管理者の専門的技術により公園内の管理が良くなっている。

その他

指定管理者が造園の専門業者であるため、管理が適切に行われた。

一次評価結果

現行どおり継続
評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 18
記入日

所属部課名

維持管理事業評価区分

評価事業

年間を通してつつじの剪定・伐採、消毒、除草等の実
施。

５　事務事業の目的と手段

維持管理面積

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

1,1250.150

予
算
科
目

会計
一般 観光施設費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客

つつじまつりの入園者の増加を図る。
⑤

成果
指標

左に同じ

・管理業務委託 委託料　32,908千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

㎡
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

人

市民数

入園者数

15,000

26年度（実績） 27年度（計画）

0.150

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

9,257

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

1,125

その他 18,468千円

千円

31,815

22,558

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

市民数 78,862人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

13,347

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

２　公園・緑地

款

入園者数　50,000
人

３　【年度目標】

15,00015,00014,886

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
管理業務委託

活
動
指
標

1,125 0.15

23年度（実績） 24年度（実績）

0.15

つつじままつり開催に向け、年間を
通してつつじの剪定・伐採、消毒、除
草等を行う。

1,125

25年度（実績）

1,125

38,369

㎡

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
―

事
業
期
間

S42

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

１　自然公園の保全・活用

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 つつじ公園管理事業

小政策

小施策
項

―

つつじ公園管理事業
関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ―
実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

50,600

15,000

0.150

1,125

0.15

32,908 32,908

17,908 17,908

1,125

32,940

1,125 0

1,125

50,600

34,033 34,033

1,125

2９年度（目標）

1,125

50,600

34,033

79,00079,000

42,436 50,00050,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

77,723

1,125 0

79,000

50,600

32,908

28年度（目標）

50,600

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

50,600

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

施策

人

37,244

17,908

32,908

22,358

32,908

17,908

31,815

48,132

78,279

32,940

50,600

成
果
指
標

45,63760,596入園者数

左に同じ

77,351

維持管理面積

人件費計（イ）

50,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
年々樹木が成長しているため、年間を通して専門業者に業務委託することは有効である。

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
笠間市の春のイベントを代表する「つつじまつり」を開催するためには必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

年間を通しての業務委託のため効率的である。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

笠間の春を代表するイベントを開催するためには、年間を通して専門業
者に維持管理の業務を継続的に委託する必要がある。

その他

年間を通しての造園業者の専門家に業務委託していても、天候などに左右され、ここ数年
開花が遅れている状況であり、入園者数は減少傾向にあるが、管理の面では目標を達成し
ている。
今年度は、つつじ公園の景観とつつじの養生のため、園内のつつじの移植及び枯損木の
処理を計画通り実施した。

一次評価結果

現行どおり継続
評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

対
象
指
標

人件費計（イ）

国庫支出金

事
業
費

㎡

一般財源 千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

維持管理面積

指標区分

人
件
費

地方債

千円

事業費計（ア）

記入日
事務事業番号

―

19

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価事業
観光施設管理事業事務事業名

評価区分

総合計画実施計画

事務事業性質
重要事務事業

1,125千円

財
源
内
訳

総
合
計
画

県支出金

9,851

政
策
体
系

小政策
施策

小施策

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

） 千円

千円

千円

79,00078,27978,862

活
動
指
標

10,901,000円維持管理費用 11,771,00010,976,000 10,901,000

政策

11,021

11,021

1,125

0.15

市民数

その他

時間外

千円

千円

79,000

他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

23年度（実績）

788788

55,200

11,771

750

10,901

千円

55,200

11,389,000

11,389

24年度（実績）

55,200

単位

55,200

788

人

10,976

2９年度（目標）

根拠法令

10,901,00010,901,000

10,113

0

79,000

55,200

28年度（目標）

10,113

10,113

0.105

10,11310,901

0

10,901

788

0.105

55,200

10,113

一部委託
補助金の有無実施手法 負担金の有無

千円

人

事業費及び指標の推移

目
的

10,601

管理業務の完了

市民、観光客

23年度（実績）

需用費　2,048千円
役務費　1,701千円
委託料　5,455千円
賃借料　909千円

円

28年度（計画）27年度（計画） 29年度（計画）24年度（実績） 26年度（実績）25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

訪問者が快適に利用できるように公
園等の維持管理を行う。
・山麓公園
・佐白山周辺
・観光道路
・観光案内板
・モニュメントなど

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

市民数

維持管理費用

手
段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

不明 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

平成27年3月27日

目

１　観　光
４　おもてなしの心の醸成と充実

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

継続

款

商工観光課

―

所属部課名

市単独

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します 終了年度
補助率

開始年度
新規・継続

事
業
期
間

笠間市観光振興基本計画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ 左に同じ

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

予
算
科
目

会計
一般 商工費 観光費

項

４　【事業費の内容（決算額）】
――

細目名
観光施設費

訪問者が快適に利用できるように公園等の維持管理
を行い、訪問者の増加を図る。

㎡

観光施設管理業務
・観光施設の修繕
・光熱水費の支出
・草刈等業務委託
・清掃（ゴミ・トイレ）業務委託

0.10 750

施設の修繕等を実施し、安全で快適な施設の維持管
理に努めた。

維持管理面積

10,113

10,113

788

10,113

観光施設管理事業

成
果
指
標

25年度（実績）

55,200

27年度（目標）

77,351

7887880.11 0.105

77,723

26年度（実績）

788

10,11310,6019,851



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

特になし

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

観光施設を管理することにより、訪問者が快適に利用できるようにするためには必要であ
る。

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善

必要性

有効性

効率性

④取組状況

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【CHECK】事務事業の一次評価

年間を通して観光施設を管理し、訪問者が快適に利用できるように維持管理が出来た。

観光施設を管理し、快適に利用できるようにすることにより、リピーターの増加には有効であ
る。

草刈や清掃業務委託などは、高齢者雇用の促進によりシルバー人材センターを活用して
いる。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

観光施設を常時管理するためには、現行どおり継続し、現状維持が必
要である。

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分 現  状  維  持



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 20
記入日

所属部課名

維持管理事業評価区分

評価事業

回
菊まつりに展示する各種の菊を計画的に栽培した。
菊栽培技術の広がりを図るために、市民の希望者を
募り菊栽培講習会を定期的に行い、市民菊花展に参
加してもらった。

５　事務事業の目的と手段

菊栽培数

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

菊栽培講習会

7500.100

予
算
科
目

会計
一般 観光施設費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客

菊まつりに展示する各種の菊を毎年計画的に栽培す
ることにより、菊まつりの来訪者の増加を図る。
菊栽培技術を市民の菊愛好家に広げ、市民菊花展
参加者の増加を図る。

⑤
成果
指標

人

左に同じ

菊栽培所管理業務
・賃金の支払い
・市民菊花展及び講習会の開催
・栽培所管理運営に係る事務処理
・作業員の業務委託依頼

共済費　780千円
賃金　5,048千円
需用費　1,167千円
役務費　39千円
委託料　2,652千円
原材料費　136千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

鉢
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

人

市民数

市民菊花展参加者数

菊まつり入込客数

26年度（実績） 27年度（計画）

0.100

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

750

その他 千円

千円

9,621

9,621

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

市民数 78,862人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

7,794

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

１　観　光

款

栽培鉢数
2,000鉢

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

7,875 0.10

23年度（実績） 24年度（実績）

1.05

菊まつりに展示する各種の菊を計画
的に栽培する。
菊栽培技術の広がりを図るために、
市民の希望者を募り菊栽培講習会
を定期的に行い、市民菊花展に参
加してもらう。

7,875

25年度（実績）

750

9,621

回

鉢

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
―

事
業
期
間

不明

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

３　観光振興と交流の担い手づくり

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 菊栽培所管理事業

小政策

小施策
項

―

菊栽培所管理事業
関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

2,000

0.100

750

0.10

13,117 13,117

13,117 13,117

750

10,371

750 0.100 750

750

2,000

10,572 10,572

750

2９年度（目標）

750

2,000

10,572

79,00079,000

813,000 810,000810,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

2

77,723

750

2

750

79,000

2,000

10,572

2

28年度（目標）

2

2,000

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

菊栽培講習会

市民菊花展参加者数

2

2,000

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

人

8,871

13,117

9,822

8,871

13,117

9,822

7,794

793,000

78,279

2

15,669

3

2,000

成
果
指
標

21

809,000770,000

25 25

菊まつり入込客数

左に同じ

77,351

16 25人 2321

菊栽培数

人件費計（イ）

810,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

毎年、菊まつりに菊花を提供するためには、菊栽培所を市直営で運営することは有効であ
る。

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
笠間の菊まつりにおいて、市内を装飾する菊花の提供のためには必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

菊栽培技術のある方をシルバー人材センターから業務委託により、派遣されているため効
率的である。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

菊まつりにおいて、市内の菊装飾には欠かせない菊花を栽培すること
は、菊栽培に関する知識や経験が必要になるため、現行どおり継続し
ていく必要がある。

その他

菊栽培技術を有する方が高齢化になってきているが、シルバー人材センターに経験者を
業務委託し、臨時職員についても菊栽培の知識と経験を徐々に習得しているため、菊ま
つりに予定通りの菊鉢を提供できた。

一次評価結果

現行どおり継続
評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

対
象
指
標

人件費計（イ）

国庫支出金

事
業
費

円

一般財源 千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

維持管理費用

指標区分

人
件
費

地方債

千円

事業費計（ア）

記入日
事務事業番号

―

21

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価事業
駐車場管理事業事務事業名

評価区分

総合計画実施計画

事務事業性質
重要事務事業

525千円

財
源
内
訳

総
合
計
画

県支出金

2,941

4,878

政
策
体
系

小政策
施策

小施策

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

） 千円

千円

千円

79,00078,27978,862

活
動
指
標

6,000台年末年始駐車台数 5,8245,880 5,174

政策

7,498

4,587

525

0.07

市民数

その他

時間外

千円

千円

日

79,000

他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

23年度（実績）

750750

8,344,000

365

8,248

365

750

22,855

千円

8,969,000

5,782

9,291

24年度（実績）

9,393,000

365

単位

8,248,000

750

人

8,344

2９年度（目標）

366

根拠法令

6,0006,000

19,516

0

79,000

8,969,000

28年度（目標）

366

5,219

365 365

8,219

0.100

8,2198,969

0

8,969

750

0.100

8,969,000

5,219

直営
補助金の有無実施手法 負担金の有無

千円

人

利用日数

事業費及び指標の推移

目
的

5,643

年末年始駐車台
数　6,000台

市民、観光客

23年度（実績）

需用費　1,651千円
委託料　2,244千円
賃借料　4,324千円
公有財産購入費　14,297千
円

台

28年度（計画）27年度（計画）

3,000

29年度（計画）24年度（実績） 26年度（実績）25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

自家用車等で訪問する市民及び観
光客のために駐車場を整備する。
・荒町駐車場　　100台
・鷹匠町駐車場　　240台（大型可）
・稲荷駐車場　　250台（大型可）
・千人溜駐車場　50台
荒町、鷹匠町駐車場は年末年始有
料
・普通自動車　500円/台
・小型バス　1,000円/台
・大型バス　1,500円/台

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

市民数

年末年始駐車台数

日手
段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

不明 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

平成27年3月27日

目

１　観　光
４　おもてなしの心の醸成と充実

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

継続

款

商工観光課

―

所属部課名

市単独

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します 終了年度
補助率

開始年度
新規・継続

事
業
期
間

笠間市観光振興基本計画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
駐車場管理業務
・駐車場内トイレなどの修繕
・年末年始料金徴収員業務委託
・駐車場草刈業務委託
・年末年始警備員業務委託
・土地賃借料の支出
・鷹匠町駐車場の返却に伴う測量・
工事発注

左に同じ 左に同じ

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

予
算
科
目

会計
一般 商工費 観光費

項

４　【事業費の内容（決算額）】
――

細目名
観光施設費

自家用車等で訪問する市民及び観光客のために駐
車場を整備し、快適な利用を図り利用者の増加を図
る。

円

駐車場管理業務
・駐車場内トイレなどの修繕
・年末年始料金徴収員業務委託
・年末年始警備員業務委託
・土地賃借料の支出
・駐車場案内標識設置工事
・土地開発基金用地買戻し

0.10 750

自家用車等で訪問する市民や観光客のために駐車
場の修繕等整備を実施。

維持管理費用

8,219

5,219

3,0002,898 2,589

750

8,219

駐車場管理事業

成
果
指
標

利用日数

25年度（実績）

2,911 3,000

8,969,000

27年度（目標）

77,351

7507500.10 0.100

77,723

26年度（実績）

750

22,1058,5417,819



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

特になし

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

市民や観光客のために市営駐車場を整備することは必要である。

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善

必要性

有効性

効率性

④取組状況

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【CHECK】事務事業の一次評価

年間を通して利用者が快適に利用できるように維持管理が出来たが、突発的な修繕に対
応する必要がある。
年末年始の駐車台数については、目標台数を下回った。

イベント開催時に無料で快適に利用してもらうことは、リピーターの利用促進に有効である。

年末年始の駐車料金徴収や草刈業務委託など、高齢者雇用促進によりシルバー人材セン
ターに業務を委託し、経費の削減など効率化を図っている。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

市営による駐車場の維持管理は、現行どおり継続し、現状を維持してい
く必要がある。

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分 現  状  維  持



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 22
記入日

所属部課名

政策的事業評価区分

評価事業

円
観光協会の財政の健全化を図るため、補助金交付要
綱を制定。
通年滞在型観光地を目指すため、観光協会の旅行
業の支援を実施。

５　事務事業の目的と手段

人件費補助

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

事業費補助

4,5000.600

予
算
科
目

会計
一般 観光総務費

【DO】事務事業の実施

協会会員、市民、観光客

通年滞在型観光の展開により、観光客の増加を図
る。
財政力強化のため、会員数の増加を図る。

⑤
成果
指標

人

左に同じ

補助金の支出（年2回）
旅行商品の造成・企画の連携
観光協会との連絡調整・経営基盤強化への助言
各種イベントの連携

補助金　27,270千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

円
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

円

市民数

協会員数
事業収益

26年度（実績） 27年度（計画）

0.600

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

4,500

その他 千円

千円

24,250

24,250

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

市民数 78,862人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

24,250

笠間市観光振興基本計画
笠間市観光協会補助金交付要綱

負担金の有無

１　観　光

款

協会員数　410人

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

6,150 0.60

23年度（実績） 24年度（実績）

0.82

観光事業の振興と健全な発展を図
り、笠間市に観光客を誘致し地域経
済の発展に資するため、観光協会の
育成強化を推進する。

6,150

25年度（実績）

4,500

31,560

円

円

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体 （一社）笠間観光協会

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

Ｈ15年度

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

３　観光振興と交流の担い手づくり

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 観光協会強化促進事業

小政策

小施策
項

―

観光協会の強化促進事業

関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

21,730,000

0.600

4,500

0.60

27,270 27,270

27,270 27,270

4,500

28,750

4,500 0

4,500

22,320,000

31,770 31,770

4,500

2９年度（目標）

4,500

22,320,000

31,770

79,00079,000

9,300,000 2,000,0002,000,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

5,267,614

77,723

4,500

4,950,000

0

79,000

22,320,000

27,270

4,950,000

28年度（目標）

4,950,000

22,320,000

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

事業費補助

協会員数

5,140,000

17,840,000

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

円

27,060

27,270

27,270

27,060

27,270

27,270

24,250

1,165,730

78,279

6,410,000

30,400

5,330,000

21,940,000

成
果
指
標

410

2,606,4901,600,000

410 410

事業収益

左に同じ

77,351

392 410人 391399

人件費補助

人件費計（イ）

2,000,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案

収益事業、特に笠間発見ツアーズの営業活
動及びスカイロッジの宿泊企画による収益の
増加

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

財政基盤の弱体による運営の低下

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

収益事業の収益増加のための企画や営
業活動の強化

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
観光協会の旅行事業である「笠間発見ツアーズ」による成果の向上が期待できる。

東日本大震災による原子力発電所事故の風評被害等について、回復傾向にあるが引き続き観光PRを行い笠間市の知名度向上を図る必要がある。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
観光協会の収益事業による財政基盤が強化されるまでは必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

観光協会員や収益事業の収益増加により削減の余地はある。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

観光協会の財政の健全化を図り、収益事業強化による通年型観光の展
開により、観光客の増加を図る必要があるため、当面は現行どおり継続
し、現状維持が望ましい。

その他

笠間市の観光事業の振興のため、観光協会の財政基盤の強化が課題である。

一次評価結果

現行どおり継続

旅行事業である「笠間発見ツアーズ」に
よる市と連携した営業活動の強化

評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称協会員増加のための勧誘
収益増加のための活動強化のによる人員増



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

対
象
指
標

人件費計（イ）

国庫支出金

事
業
費

人

一般財源 千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

調査員数

指標区分

人
件
費

地方債

千円

事業費計（ア）

記入日
事務事業番号

―

23

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価外事業
観光動態調査事業事務事業名

評価区分

総合計画実施計画

事務事業性質
重要事務事業

750千円

財
源
内
訳

総
合
計
画

県支出金

政
策
体
系

小政策
施策

小施策

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

） 千円

千円

千円

707050

活
動
指
標

3,600,000人入込観光客数 3,472,8003,146,500 3,600,000

政策

146

750

0.10

資料取得人数

その他

時間外

千円

千円

70

他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

23年度（実績）

750750

6

896

750

900

千円

6

3,547,500

896

24年度（実績）

6

単位

6

750

人

896

2９年度（目標）

根拠法令

3,600,0003,600,000

0

70

6

28年度（目標）

147

0.100

147897

0

897

750

0.100

6

すべて委託
補助金の有無 負担金の有無

千円

人

事業費及び指標の推移

目
的

146

入込観光客数
3,600,000人

観光客（アンケート協力者）

150146

23年度（実績）

146

賃金151千円

人

28年度（計画）27年度（計画）

147147 147

29年度（計画）24年度（実績） 26年度（実績）25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

笠間市内の数ヶ所の観光拠点にお
いて、観光客数と年齢・人数・出発地
などを調査することにより、観光客の
動向を判断するための資料を取得す
る。
調査地点
・笠間稲荷神社
・あたご天狗の森
・笠間工芸の丘
・笠間日動美術館
・茨城県陶芸美術館

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

資料取得人数

入込観光客数

手
段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

不明 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

平成27年3月27日

目

１　観　光
３　観光振興と交流の担い手づくり

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

10/10
継続

款

商工観光課

―

所属部課名

県補助 茨城県

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します

茨城県観光物産課

終了年度
補助率

開始年度
新規・継続

事
業
期
間

笠間市観光振興基本計画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ 左に同じ

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

予
算
科
目

会計
一般 商工費 観光費

項

４　【事業費の内容（決算額）】
――

観光入込客統計に関する共通基準（観光庁策定）

細目名
観光総務費

観光客の動向を判断するための資料を取得し、茨城
県で集計後、観光客動態調査報告として公表する。

人

調査員の手配及び賃金の支払い

0.10 750

市内数ヶ所の観光拠点において、観光客数などを調
査することにより、観光客の動向を判断するための資
料を取得した。

調査員数

147

750

147

観光動態調査事業

成
果
指
標

25年度（実績）

6

27年度（目標）

70

7507500.10 0.100

70

26年度（実績）

750

150146146



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

特になし

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善

必要性

有効性

効率性

④取組状況

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 24
記入日

所属部課名

政策的事業評価区分

評価事業

笠間市の観光イベントや県内外の観光キャンペーン
に参加し、笠間市のPR活動を実施。

５　事務事業の目的と手段

キャンペーン数

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

1,2750.170

予
算
科
目

会計
一般 観光総務費

【DO】事務事業の実施

観光大使

笠間市の観光イベントや県内外の観光キャンペーン
に参加し、笠間市をPRすることにより、観光客の増加
を図る。

⑤
成果
指標

左に同じ

大使の手配及び賃金等の支払い 賃金　1,200千円
報償費　200千円
需用費　616千円
役務費　220千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

回
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

日

観光大使数

出勤日数

26年度（実績） 27年度（計画）

0.170

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

1,125

その他 千円

千円

2,223

2,223

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

観光大使数 4人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

2,031

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

１　観　光

款

出勤日数　135回

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

1,275 0.15

23年度（実績） 24年度（実績）

0.17

笠間市の観光イベントや県内外の観
光キャンペーンに参加することにより
PRの推進を図る。
大使人数　　4名
大使任期　　2年
毎年新規に2名を選考し、入れ替え
を行い4名体制

1,275

25年度（実績）

1,275

3,385

回

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

不明

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

２　情報発信の強化

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 かさま観光大使雇用事業

小政策

小施策
項

―

かさま観光大使雇用事業

関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

109

0.170

1,275

0.17

2,236 2,236

2,236 2,236

1,275

3,348

1,275 0

1,125

110

3,511 3,511

1,275

2９年度（目標）

1,275

99

3,511

44

138 135135

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

4

1,275 0

4

110

2,236

28年度（目標）

110

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

83

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

日

2,110

2,236

2,236

2,110

2,236

2,236

2,031

134

4

3,306

97

成
果
指
標

127129出勤日数

左に同じ

4

キャンペーン数

人件費計（イ）

135



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
笠間市の知名度向上には有効である。

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
観光キャンペーンやイベントなどでは観光大使の存在が必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

事業費については、賃金や消耗品などの活動経費であるため削減の余地がない。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

笠間をアピールする上では有効であるため、現行どおり継続する必要
がある。

その他

観光キャンペーンなどで観光大使がPRすることにより、笠間の知名度向上が図れた。

一次評価結果

現行どおり継続
評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

対
象
指
標

人件費計（イ）

国庫支出金

事
業
費

日

一般財源 千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

ロケ同行日数

指標区分

人
件
費

地方債

千円

事業費計（ア）

記入日
事務事業番号

―

25

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価事業
フィルムコミッション事業事務事業名

評価区分

総合計画実施計画

事務事業性質
重要事務事業

2,625千円

財
源
内
訳

総
合
計
画

県支出金

64

政
策
体
系

小政策
施策

小施策

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

） 千円

千円

千円

300

606058

活
動
指
標

500,000円ＦＣ関係経済効果 1,045,23025,863,785 433,100

政策

64

64

2,925

0.35

ロケ支援受付回数

その他

時間外

千円

千円

60

他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

23年度（実績）

2,175

300

2,175

49

2,614

2,550

2,242

千円 300

10

907,700

2,239

24年度（実績）

11

単位

22

2,175

回

300

2,989

2９年度（目標）

根拠法令

500,000500,000

67

0

60

20

28年度（目標）

67

67

0.250

67

300

2,242

0

2,242

2,175

0.250

20

67

直営
補助金の有無実施手法 負担金の有無

千円

回

事業費及び指標の推移

目
的

64

ロケ支援受付回
数　60回

テレビ・映画制作者等

23年度（実績）

役務費　6千円
委託料　35千円
使用料　26千円

円

28年度（計画）27年度（計画） 29年度（計画）24年度（実績） 26年度（実績）25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

笠間市の豊かな自然、歴史的建造
物、公共施設等を市ホームページや
茨城県フィルムコミッション推進室と
の連携を図りながら紹介し、魅力を発
信することにより、テレビ・映画等での
使用を推進し、笠間市のPRを図って
いく。

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

ロケ支援受付回数

ＦＣ関係経済効果

手
段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

H17 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

平成27年3月27日

目

１　観　光
２　情報発信の強化

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

継続

款

商工観光課

○

所属部課名

市単独

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します

茨城県フィルムコミッ
ション推進室

終了年度
補助率

開始年度
新規・継続

事
業
期
間

笠間市観光振興基本計画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ 左に同じ

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

予
算
科
目

会計
一般 商工費 観光費

項

４　【事業費の内容（決算額）】
――

細目名
観光総務費

笠間市内でのテレビ・映画等のロケを推進し、笠間市
のPRを図る。

日

テレビ・映画等のロケハン同行
ホームページでのロケ地の紹介
茨城県フィルムコミッション推進室との連携

0.30 2,250

笠間市内でのテレビ・映画等のロケを推進し、笠間市
のPRを図った。

ロケ同行日数

67

67

1,875

67

観光総務費標準的事業

成
果
指
標

25年度（実績）

20

27年度（目標）

60

1,8751,8750.25 0.250

60

26年度（実績）

1,875

300

676464



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

特になし

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

テレビ・映画・CM等で笠間市を広く紹介することは必要である。

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善

必要性

有効性

効率性

④取組状況

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【CHECK】事務事業の一次評価

ロケの同行や支援などは随時行った。
また、本年度は映画「永遠の０」効果もあり、筑波海軍航空隊記念館を訪れる方で笠間市
の知名度向上及び市内の経済効果に期待が出来た。

映画など長期の撮影があった場合は、撮影隊の食事など市内の経済効果が期待できる。

ホームページでの紹介や茨城県フィルムコミッション推進室との連携により経費的には効率
的である。また、エキストラの登録制などで市民の協力を得ている。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

ロケ地として笠間市を取り上げてもらうことは、笠間市の知名度向上にな
り、また市内業者の活性化にも繋がるため、現行どおり継続する必要が
ある。

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分 現  状  維  持



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 26
記入日

所属部課名

政策的事業評価区分

評価事業

通年で行われるイベントなどを旅行会社・新聞社・放
送局等を訪問し、PRすることにより観光客の誘客を
図った。

５　事務事業の目的と手段

キャンペーン日数

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

3,0000.400

予
算
科
目

会計
一般 観光振興費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客

笠間の知名度アップと新規観光客の拡大を目的に、
通年滞在型の観光振興を図るため、観光関連団体と
の連携のもと観光戦略を図る。

⑤
成果
指標

左に同じ

・通年行われるイベント、特に春のつつじまつり・秋の菊まつ
りを旅行会社・新聞社・放送局等を訪問し、PRすることにより
観光客の誘客を図っていく。
・各種メディアへの広告の掲載

報償費　　320千円
旅費　88千円
需用費　600千円
役務費　1,200千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

日
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

人

市民数

入込観光客数

26年度（実績） 27年度（計画）

0.400

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

3,000

その他 千円

千円

2,468

2,468

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績）

400

25年度（実績）

対
象
指
標

市民数 78,862人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

3,080

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

１　観　光

款

入込観光客数
年間　3,600千人

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

3,000 0.40

23年度（実績） 24年度（実績）

0.40

笠間の知名度アップと新規観光客の
拡大を目的に、通年滞在型の観光
振興を図るため、観光関連団体との
連携のもと観光戦略を図る。

3,400

25年度（実績）

3,000

5,727

日

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体 観光関連団体

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

不明

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
○

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

２　情報発信の強化

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 観光ＰＲ戦略事業

小政策

小施策
項

―

観光PR戦略事業
関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

64

0.400

3,000

0.40

2,208 2,208

2,208 2,208

3,000

5,468

3,000 0

3,000

68

5,208 5,208

3,000

2９年度（目標）

3,000

69

5,208

79,00079,000

3,600,000 3,600,0003,600,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

77,723

3,000 0

79,000

68

2,208

28年度（目標）

68

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

59

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

人

2,727

2,208

2,208

2,727

2,208

2,208

3,080

3,472,800

78,279

6,480

60

成
果
指
標

3,547,5003,146,500入込観光客数

左に同じ

77,351

キャンペーン日数

人件費計（イ）

3,600,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案

一般的な観光PRの民間への移管

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

一般的な観光PRの民間への移管

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
訪問先の広告やテレビなどの出演により、笠間のPRが出来ることは有効である。

行政評価外部評価委員会での外部評価結果：民間に移管
方向性
・一般的なPR事業は、観光協会で扱うものとし、関係者と観光協会に移管に向けた協議を進めるべきである。
・市は、観光政策の中で必要な、調査、研究、企画、施設整備など基盤的な事業に力点を置くべきである。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

笠間の観光をPRするための有効な手段として、旅行会社・新聞社・放送局等の訪問は必
要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

外部評価の結果、観光協会などに観光キャンペーンを民間に移管することにより、人件費
の削減が図れる。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

行政評価外部評価結果での方向性のとおり、一般的なPR事業は、観
光協会で扱うものとし、関係者と観光協会の移管に向けた協議を進める
必要がある。市と観光協会の役割分担を明確にする必要がある。

その他

春・秋のイベント開催前に県関係、新聞社、放送局等関係機関を訪問したり、旅行会社へ
のセールスなど笠間の観光をPRするための手段としては有効であったが、外部評価の結
果を受け止め民間に移管の方向で検討する必要がある。

一次評価結果

改善し，継続

移管に向けた方法等の検討

評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称引き続き関係機関との移管に向けた協議



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

対
象
指
標

人件費計（イ）

国庫支出金

事
業
費

回

一般財源 千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

運行会議数

指標区分

人
件
費

地方債

千円

事業費計（ア）

記入日
事務事業番号

―

27

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価事業
観光周遊バス運行協議会事業事務事業名

評価区分

総合計画実施計画

事務事業性質
重要事務事業

225千円

財
源
内
訳

総
合
計
画

県支出金

2,400

政
策
体
系

小政策
施策

小施策

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

） 千円

千円

千円

便

％ 50

79,00078,27678,862

8

活
動
指
標

37

24,000人

観光客動態調査による利用率

利用者数 22,821

50

20,443

13

24,600

政策

2,400

2,400

225

0.03

運行数

市民数

その他

時間外

千円

千円

日

79,000

他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

23年度（実績）

50

188188

3

317

2,625

318

225

8

2,588

千円

3

8

53

24,568

2,588

24年度（実績）

3

317

単位

3

188

8

人

2,625

2９年度（目標）

318

根拠法令

50

24,00024,000

2,400

0

79,000

3

28年度（目標）

316

2,400

316

8 8

316

2,400

0.025

2,4002,588

0

2,588

188

0.025

3

8

2,400

すべて委託
補助金の有無実施手法 負担金の有無

千円

便

人

運行日

事業費及び指標の推移

目
的

2,400

利用者数
　24,000人

市民、観光客

23年度（実績）

負担金　2,400千円

人
％

28年度（計画）27年度（計画） 29年度（計画）24年度（実績） 26年度（実績）25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

観光客の周遊観光の促進のために
平成13年に無料で開始され、平成20
年に新型バスが導入されたのを機に
有料化で運行されている。平成21年
10月から一日乗車券の扱いが開始さ
れた。
・1回乗車につき　　100円
・1日フリー乗車券　200円
笠間市内観光周遊バス運行協議会
構成団体
・笠間市
・日動美術館
・笠間稲荷神社
・茨城県陶芸美術館
・笠間工芸の丘
・笠間観光協会
・笠間ショッピングセンター（H25から）

単位

観光客動態調査による利用率

④
対象
指標
⑤

成果
指標

市民数

利用者数

日手
段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

H13 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

平成27年3月27日

目

１　観　光
４　おもてなしの心の醸成と充実

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

継続

款

商工観光課

○

所属部課名

市単独

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します

笠間市内観光周遊バ
ス運行協議会

終了年度
補助率

開始年度
新規・継続

事
業
期
間

笠間市観光振興基本計画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ 左に同じ

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

予
算
科
目

会計
一般 商工費 観光費

項

４　【事業費の内容（決算額）】
○―

細目名
観光総務費

協議会加盟団体と連携し、周遊観光の促進を図る。

回

・笠間市内観光周遊バス運行協議会への出席
・負担金の支出

0.03 225

観光客の周遊観光促進のために、協議会を定期的に
実施。

運行会議数

2,400

運行数

2,400

188

2,400

観光総務標準的事業

成
果
指
標

運行日

25年度（実績）

3

27年度（目標）

77,351

1881880.03 0.025

77,723

26年度（実績）

188

2,4002,4002,400



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

特になし

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

電車や自家用車以外で笠間を訪れる観光客にとっては必要である。

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善

必要性

有効性

効率性

④取組状況

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【CHECK】事務事業の一次評価

公共交通を利用する観光客ばかりでなく、交通弱者の市民の方などの利用を考慮して、平
成21年度から一日フリー乗車券の販売を開始し、利用者の増加が図れた。
通常、月曜日が運休日であるが、春・秋のイベント時には運行し、観光客の利便性を図っ
た。

観光客ばかりでなく、市民の方も利用できるので有効である。

構成団体により、3年に1度負担金の見直しや委託業者の選定を実施している。また、車両
の経年劣化により維持管理費が増加傾向にある。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

観光客動態調査の利用率からも、鉄道・定期バスを利用されて本市を
訪れる方のために現行どおり継続する必要がある。

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分 現  状  維  持



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 28
記入日

所属部課名

政策的事業評価区分

評価事業

日観光客の利用向上を図るため、観光協会に運営を委
託。

５　事務事業の目的と手段

委託料

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

運営日数

3750.050

予
算
科
目

会計
一般 観光総務費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客

JR笠間駅前に観光案内所を設置し、観光客の利用向
上を図る。

⑤
成果
指標

人

左に同じ

・業務委託の締結
・委託料の支出（毎月）

委託料　3,652千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

円
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

人

市民数

外国人利用者数
利用者数

26年度（実績） 27年度（計画）

0.050

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

150

その他 千円

千円

3,209

3,209

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

市民数 78,862人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

2,835

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

１　観　光

款

利用者数（電話・
窓口）　25,500人

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

150 0.02

23年度（実績） 24年度（実績）

0.02

JR笠間駅前に観光案内所を設置し、
観光客の利用向上を図るために観光
案内・刊行パンフレット配布・周辺の
清掃等を行う。観光協会に運営を委
託する。
　平成24年10月から稲荷駐車場利
便施設での観光案内業務（土曜日、
日曜日、祝祭日のみ）を委託する。

150

25年度（実績）

375

3,903

日

円

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体 （一社）笠間観光協会

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

不明

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

４　おもてなしの心の醸成と充実

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 観光案内所運営委託事業

小政策

小施策
項

―

観光総務標準的事業
関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ―
実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

3,528,000

0.050

375

0.05

3,652 3,652

3,652 3,652

375

3,359

375 0

150

3,652,000

4,027 4,027

375

2９年度（目標）

375

3,652,000

4,027

79,00079,000

25,500 25,50025,500

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

362

77,723

375

362

0

79,000

3,652,000

3,652

362

28年度（目標）

363

3,652,000

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

運営日数

外国人利用者数

362

2,835,000

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

人

3,528

3,652

3,652

3,528

3,652

3,652

2,835

24,586

78,279

363

2,985

362

3,209,000

成
果
指
標

26

23,38517,240

50 50

利用者数

左に同じ

77,351

50 50人 5348

委託料

人件費計（イ）

25,500



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
鉄道を利用する観光客には駅前という立地条件のため、有効である。

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
笠間駅は鉄道での玄関口であるため、観光案内所を設置することは必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

人件費分の業務委託のため、削減の余地がない。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

イベント時だけでなく、通年型観光地を目指すためにも観光案内所の
役割は重要なため、現行どおり継続していく必要がある。

その他

本市を訪れる観光客は殆どが自家用車であるが、鉄道を利用して訪れる観光客のために、
観光地笠間としての親切な対応を行った。

一次評価結果

現行どおり継続
評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 29
記入日

所属部課名

政策的事業評価区分

評価事業

観光パンフレット、新聞、ホームページ等でのPR。
合同キャンペーンへの参加、ハイキング大会の実
施。

５　事務事業の目的と手段

キャンペーン数

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

3,0000.400

予
算
科
目

会計
一般 観光総務費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客、団体関係者

茨城県内・笠間市内の多様で優れた観光資源を広く
全国に紹介、宣伝し、観光客の誘致拡大を図る。

⑤
成果
指標

左に同じ

・協議会への出席
・合同キャンペーンへの参加
・負担金の支出
・ハイキング大会の開催

負担金　2,788千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

回
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

人

市民数

入込観光客数

26年度（実績） 27年度（計画）

0.400

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

2,400

その他 千円

千円

2,180

2,180

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績）

10

25年度（実績）

対
象
指
標

市民数 78,862人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

2,180

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

１　観　光

款

観光キャンペーン
回数　70回

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

2,400 0.32

23年度（実績） 24年度（実績）

0.32

豊かで親しみやすい自然や伝統ある
歴史、文化遺産などの多様な観光資
源を紹介宣伝し、観光客の誘致を図
るとともに、旅行商品の企画・造成を
促進しながら、観光振興を図る。
【参加団体】
水戸・笠間・大洗観光協議会
漫遊いばらき観光キャンペーン協議
会
いばらき県央地域観光協議会
茨城空港周辺地域資源活用推進連
絡会
笠間・吾国愛宕県立自然公園協議
会

2,410

25年度（実績）

3,000

5,338

回

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体
水戸・笠間・大洗観光
協議会外

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

不明

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

５　広域連携による魅力づくり

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 広域観光推進事業

小政策

小施策
項

○

観光総務費標準的事業

関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ―
実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

60

0.400

3,000

0.40

2,788 2,788

2,788 2,788

3,000

4,580

3,000 0

2,400

70

5,788 5,788

3,000

2９年度（目標）

3,000

69

5,788

79,00079,000

3,600,000 3,600,0003,600,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

77,723

3,000 0

79,000

70

2,788

28年度（目標）

70

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

57

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

人

2,338

2,788

2,788

2,338

2,788

2,788

2,180

3,472,800

78,279

4,590

60

成
果
指
標

3,547,5003,146,500入込観光客数

左に同じ

77,351

キャンペーン数

人件費計（イ）

3,600,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
協議会でのCM放送などは有効性がある。

成
果
指
標

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
広域で事業やキャンペーンを実施することは必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

負担金により広域的な事業を実施しているため、効率的である。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

通年型観光地を目指すためには、市単独のイベントでのPRだけでなく、
広域でPRをしていく必要がある。

その他

市単独では実施できない事業を広域で実施することにより、観光振興の推進が図れた。

一次評価結果

現行どおり継続
評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 30
記入日

所属部課名

政策的事業評価区分

評価事業

日市民の参加による灯籠流しと光のオブジェのパレード
を開催。

５　事務事業の目的と手段

参加者数（パレードのみ）

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

開催日数

4,5000.600

予
算
科
目

会計
一般 観光総務費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客

市民自らの手で創りあげる市民協同の意識を作り、だ
れでも参加できる市民総参加型のまつりを実施する。

⑤
成果
指標

団体

左に同じ

・笠間のまつり実行委員会への出席
・各部会毎に実行委員と業務の連携
・事務局として笠間のまつりの実施
・補助金の支出

補助金　7,290千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

人
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

人

市民数

参加団体数（パレードのみ）
入込客数

26年度（実績） 27年度（計画）

0.600

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

530

4,275

その他 7,290千円

千円

7,290

7,290

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績）

530

25年度（実績）

対
象
指
標

市民数 78,862人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

0

笠間市観光振興基本計画
笠間市補助金等交付規則

負担金の有無

１　観　光

款

入込客数　40,000
人

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

4,125 0.57

23年度（実績） 24年度（実績）

0.55

市民自らの手で創りあげ、誰でも参
加できる市民参加型の祭りとして、平
成3年から灯籠流しと光のオブジェ
（ねぶた&神輿）のパレードが開催さ
れている。

4,655

25年度（実績）

4,500

12,320

日

人

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体
笠間のまつり実行委
員会

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

H3

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

４　おもてなしの心の醸成と充実

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 笠間のまつり事業

小政策

小施策
項

―

笠間のまつり事業
関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ○
実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

1,183

0.600

5,030

0.60

530

7,290 7,290

7,290 7,290

5,030

12,095

4,500 0

4,805

1,300

12,320 12,320

5,030

2９年度（目標）

4,500

1,252

12,320

530 530 530

79,00079,000

42,000 42,00042,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

2

77,723

5,030

2

0

79,000

1,300

7,290

2

28年度（目標）

2

1,300

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

開催日数

参加団体数（パレードのみ）

2

1,422

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

人

7,290

7,290

7,290

7,290

7,290

7,290

7,290

39,000

78,279

2

11,945

2

1,294

成
果
指
標

32

41,00039,000

30 30

入込客数

左に同じ

77,351

31 30団体 2932

参加者数（パレードのみ）

人件費計（イ）

42,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案

・実行委員が友部・岩間地区からも参加し、
組織の強化を図る。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

地域の活性化の衰退

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

・実行委員の友部・岩間地区からの参加
・市民参加型のまつりとしてのボランティ
アの参加

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

実行委員による呼びかけやPRにより、友部・岩間地区の参加者を拡大し、まつりの効果を
図る。

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
誰でも参加できる市民参加型の夏まつりとしては必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

まつりの実行委員会は、民間で構成されており、ボランティアで運営している。
補助金のほかに広告費や寄付金を募り運営資金としているが、近年の経済状況の下、この
種の資金確保が難しい状況にある。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

現  状  維  持

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

笠間の夏のまつりとして定着しているため、更なる地域の活性化を図る
ため、問題点を整理しながら継続していく必要がある。

その他

実行委員会ではまつりの準備などにも限界があるため、地域ポイント制度を活用したボラン
ティアの参加が必要である。
まつりの入込客数では目標数を達成でき、大きな事故や苦情もなく無事終了した。

一次評価結果

改善し，継続

・実行委員による参加者の勧誘
・市民参加型のまつりとしてのボランティ
アを広報誌での募集

評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称・実行委員が友部・岩間地区から参加するよ
うに引き続き実行委員による勧誘の強化を図
る。



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 31
記入日

所属部課名

政策的事業評価区分

評価事業

日
笠間の菊まつり連絡協議会によるテレビ・新聞社・旅
行会社等へのキャンペーンを行い、観光客の誘致に
努めた。

５　事務事業の目的と手段

キャンペーン数

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

開催期間

4,5000.600

予
算
科
目

会計
一般 観光振興費

【DO】事務事業の実施

市民、観光客

市民が菊まつりを通じて、積極的なまちづくりへの参
画意欲の高揚を図るため、「市民参加型」で「永続性」
のあるまつりを実施する。

⑤
成果
指標

左に同じ

・笠間の菊まつり連絡協議会の事務局
・市内の菊装飾及び撤去（10月中旬～11月下旬）
・まつり関連業務委託の締結
・補助金の支出

報償費　220千円
需用費　1,506千円
役務費　7千円
委託料　1,300千円
賃借料　355千円
補助金　6,500千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

回
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

人

市民数

入込客数

353

26年度（実績） 27年度（計画）

0.600

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

425

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

4,500

その他 345千円

千円

9,411

8,986

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績）

600

25年度（実績）

対
象
指
標

市民数 78,862人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

6,594

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

１　観　光

款

入込客数
810,000人

３　【年度目標】

353353353

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

4,125 0.60

23年度（実績） 24年度（実績）

0.55

平成19年に100回を迎えた菊まつり
を市民参加型で永続的な菊まつりと
して開催することを目的に、関係機
関により設立した。
協議会によるテレビ・新聞社・旅行会
社等へのキャンペーンを行い、観光
客の誘致に努めている。

4,725

25年度（実績）

4,500

14,397

日

回

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体
笠間の菊まつり連絡
協議会　友部菊花会

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

H19

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
○

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

４　おもてなしの心の醸成と充実

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 菊まつり事業

小政策

小施策
項

―

菊まつり事業
関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ○
実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

40

353

0.600

4,500

0.60

9,888 9,888

9,535 9,535

4,500

13,911

4,500 0

4,500

40

14,388 14,388

4,500

2９年度（目標）

4,500

40

14,388

79,00079,000

813,000 820,000820,000

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

43

77,723

4,500

40

0

79,000

40

9,888

40

28年度（目標）

40

40

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

開催期間 38

35

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

人

9,897

9,535

9,888

9,544

9,888

9,535

6,939

793,000

78,279

40

11,664

44

35

成
果
指
標

809,000770,000入込客数

左に同じ

77,351

キャンペーン数

人件費計（イ）

820,000



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案

・笠間稲荷門前通りを中心に菊装飾の充実
を図る。
・業務委託による作業の軽減及び効率化を
図る。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

・メイン会場周辺の菊花装飾の工夫を図
る。
・メイン会場、サブ会場、サテライト会場と
連携し、市内の回遊性を図る。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
菊花の装飾を工夫することで更なる成果の向上を図る。

笠間稲荷門前通りを中心とした菊装飾の充実

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
笠間の秋を代表するイベントであるため必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

業務委託の見直しにより、事務の軽減を図り人件費の削減を行う必要がある。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

拡  　　　　　充

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

日本で最も古い菊の祭典で伝統があり、さらに笠間を代表する秋のイベ
ントでもあるため、菊装飾の充実やPRの強化を図りながら継続していく
必要がある。

その他

市内の菊装飾を充実させるとともに、マスコミ等に情報を発信してPRすることが出来た。
菊まつり期間中の入込客数も目標数を達成できた。

一次評価結果

改善し，継続

・メイン会場周辺の笠間稲荷門前通りを
中心に菊装飾コーディネート業務委託及
び武蔵野美術大学への菊装飾等業務委
託の実施。
・メイン会場、サブ会場、サテライト会場
で実施するイベントをパンフレット等によ
る広報を行い、市内回遊性のPRを実施。

評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称・笠間稲荷門前通りを中心に菊装飾業務委
託の実施。
・シルバー人材センター等に業務委託するこ
とによる人件費の削減を図る。



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

13,92612,977

28年度（目標）

入園料

25,000

79,000

円

入込客数

人

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

77,35177,723

14,712

7,800

14,765

79,000 79,000

6,650

25,000

50

7,575

7,800

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

観光パンフ、新聞、ホームページ等でのPR、キャン
ペーンの実施。
陶炎祭の会場間でシャトルバスを運行し、イベントの
連携を図った。

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します

5,850

6,9656,965

6,603 6,603

6,9126,327 6,351

6,180

362

1.01 7,575

6,487

7,8007,8001.04 1.0401.040千円

350

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳 309

7,800

25,000

362

千円

451

5,876 6,001

78,862 78,279

24年度（実績）23年度（実績）

0.78

48,132

25,000

50

14,765

１　【事務事業の全体概要及び背景】

４　おもてなしの心の醸成と充実

事
業
期
間

負担金の有無

春を代表するイベントとして、安らぎと
癒しを与えるまつりとして実施し、観
光客の誘客を図っていく。
陶炎祭の会場間でシャトルバスが運
行され、イベントの連携が図られてい
る。
【入園料】
・大人（高校生以上）　500円
※中学生及び障がい者手帳お持ち
の方　無料
・団体割引（20名以上）　100円引

入込客数
50,000人

笠間市観光振興基本計画

総
合
計
画

予
算
科
目

観光振興費一般

開始年度
施策

小施策

観光費
会計

つつじ祭り事業

１　観　光

307

市民数

目
的

【DO】事務事業の実施

日
手
段

362

25年度（実績）

⑥
活動
指標

開催日数（準備・片付け含む）
パンフレット作成部数 部

笠間を代表する春のイベントとして、安らぎと癒しを与
えるまつりとして実施して、観光客の誘客を図る。

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

商工費

直営 ―

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

50

362

07,800

千円

800

単位

千円

25,000

50

25,000

7,800

14,287

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

開催日数（準備・片付け含む）

27年度（目標）26年度（実績）

50 5050

15,000,000

50,00050,00050,000

15,000,000

7,800 0

6,603

362

1.040

千円

24年度（実績）単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

人

29年度（計画）

○

政
策
体
系 S46 単年度繰返し

記入日

○

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

新規・継続

(一社）笠間観光協会

評価事業

部

日

32

市単独

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

評価区分
つつじまつり事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

市民数

トータルコスト（ア）＋（イ）

パンフレット作成部数

25年度（実績）

成
果
指
標

15,000,000

60,596

11,986,30014,886,160

42,436人

13,346,860 9,256,940

45,637

対
象
指
標

25,000

・料金徴収員の手配及び賃金の支払い
・催事の開催
・市内のつつじ装飾及び撤去
・まつり関連業務委託の締結

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

同上 左に同じ 左に同じ

賃金　1,248千円
報償費　350千円
需用費　1,196千円
役務費　160千円
委託料　3,127千円
賃借料　279千円
負担金　605千円

単位

入園料

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客

５　事務事業の目的と手段

入込客数 人
円



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
業務委託の見直しにより、作業の軽減を図り人件費の削減を行う必要がある。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
笠間を代表する春のイベントであるため必要である。

その他

総合評価

今後の方向性 改善し，継続

・稲荷駐車場への誘導案内板の整備

評価理由

名称

資源配分

・業務内容を精査し、予算への反映

笠間の春を代表するイベントであるため、慢性的な交通渋滞と駐車場不
足の問題などがあるが、課題を改善し継続する必要がある。
また、まつりを業務委託することにより、人件費の削減をするとともに作
業の効率化によって、まつりの充実を図る必要がある。拡  　　　　　充

駐車場を確保することにより、更なる集客が図れる。

ゴールデンウィーク中の駐車場不足と渋滞の解消

成
果
指
標

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

・駐車場の確保
・駐車場への案内の充実
・将来的に指定管理者制度の導入

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

駐車場の確保や誘導案内板などつつじ公園周辺の整備及びつつじまつりを業務委託する
ことにより、人件費の削減を図る検討をする必要がある。
開花状況や天候に左右され、目標入込客数には達成しなかった。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

・つつじまつりの業務委託の検討

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

1,3551,640

28年度（目標）

79,000

サポートショップ数

人

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

77,35177,723

792

563

792

79,000 79,000

1,125

2

1,125

563

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

市内の回遊性をもたせるためのサポートショップを募
集。
ホームページを開設。

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します

1,125

229229

229 229

229515 230

224

229

0.15 1,125

224

5635630.08 0.0750.075千円

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳

563

千円

515 230

78,862 78,279

24年度（実績）23年度（実績）

0.15

10

2

792

１　【事務事業の全体概要及び背景】

１　多様な観光魅力の創出

事
業
期
間

負担金の有無

地域活性化支援センターが地域の
活性化及び少子化対策への貢献を
目的に展開している「恋人の聖地」づ
くり事業において、県内で唯一「陶芸
の里かさま」として選定された。
「恋人の聖地」に選定されたことによ
り、笠間市の知名度向上、結婚支援
付加価値化、市内の観光施設及び
商業施設の回遊性により交流人口の
増加等を図る。

笠間市観光振興基本計画

総
合
計
画

予
算
科
目

観光総務費一般

開始年度
施策

小施策

観光費
会計

恋人の聖地（陶芸の里かさま）事業

１　観　光

市民数

目
的

【DO】事務事業の実施

回
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

ホームページの更新

「恋人の聖地」に選定されたことにより、笠間市の知名
度向上、結婚支援付加価値化、市内の観光施設及
び商業施設の回遊性により交流人口の増加等を図
る。

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

直営 ○

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

4

229

0563

千円

単位

千円

3

563

787

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

ホームページの更新

27年度（目標）26年度（実績）

4 44

131312

563 0

229 229

0.075

千円

24年度（実績）単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

人

29年度（計画）

○

政
策
体
系 H22 単年度繰返し

記入日

―

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

地域の活性化
新規・継続

評価事業

回

33

市単独

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

評価区分

恋人の聖地（陶芸の里かさま）事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

市民数

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

9 11店 10

対
象
指
標

・ホームページの管理
・負担金の支出

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ 左に同じ

役務費　6千円
委託料　35千円
使用料　26千円
負担金　162千円

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客

５　事務事業の目的と手段

サポートショップ数 店



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

恋人の聖地のPRに必要なホームページの管理が主な経費であるため、削減の余地はな
い。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
恋人の聖地をPRしていく上ではホームページの管理等は必要である。

その他

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

笠間市の恋人の聖地の認定は、茨城県で唯一であり、市全域が認定さ
れることも全国で珍しいことから、笠間市の知名度を向上させるために
ホームページによる情報発信を継続していく必要がある。

現  状  維  持

サポートショップをホームページで紹介することは、恋人の聖地の訪問者へは有効である。

特になし

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

恋人の聖地に認定されたことにより、笠間市の知名度向上に向けて、ホームページによる
PRを行った。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 34
記入日

所属部課名

政策的事業評価区分

評価外事業

笠間市観光振興基本計画の進行管理等を実施。

５　事務事業の目的と手段

会議数

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

1,2750.170

予
算
科
目

会計
一般 観光振興費

【DO】事務事業の実施

会議参加者

観光協会、観光関連団体、観光関連事業者とのより
一層の連携の強化を図る。

⑤
成果
指標

左に同じ

・笠間観光ネットワーク会議の開催（年3回）
・会議資料の作成

報償費　60千円
需用費　6千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

回
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人

％

会議委員

出席率

1

26年度（実績） 27年度（計画）

0.170

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

1

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

900

その他 1千円

千円

67

66

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

会議委員 15人

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

67

笠間市観光振興基本計画

負担金の有無

１　観　光

款

出席率　90％

３　【年度目標】

111

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
同上

活
動
指
標

900 0.12

23年度（実績） 24年度（実績）

0.12

笠間観光振興基本計画の各種施策
の推進に当って、観光協会をはじ
め、観光関連団体、観光関連事業者
とのより一層の連携の強化を図り、市
民、行政、各種団体等で組織する
「笠間観光ネットワーク会議」を設置
し、総合的な調整や連携を図りなが
ら、効果的な事業の進行管理を行
う。

900

25年度（実績）

1,275

1,335

回

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体
笠間観光ネットワーク
会議

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

H21

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

２　情報発信の強化

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 笠間観光ネットワーク会議運営事業

小政策

小施策
項

―

笠間観光ネットワーク会議運営事業

関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

3

1

0.170

1,275

0.17

66 66

65 65

1,275

967

1,275 0

900

3

1,341 1,341

1,275

2９年度（目標）

1,275

3

1,341

1515

80 9090

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

15

1,275 0

15

3

66

28年度（目標）

3

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

3

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

％

60

65

66

59

66

65

68

80

15

968

3

成
果
指
標

8080出席率

左に同じ

15

会議数

人件費計（イ）

90



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

その他

一次評価結果

評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

1,1491,085

28年度（目標）

79,000

愛宕山桜まつり入込客数

人

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

77,35177,723

1,150

150

1,150

79,000 79,000

150

45

150

150

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

愛宕山・佐白山麓公園の桜の剪定を実施。

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

150

1,0001,000

1,000 1,000

1,000935 999

494

1,000

0.02 150

494

1501500.02 0.0200.020千円

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳

150

千円

935 999

78,862 78,279

24年度（実績）23年度（実績）

0.02

26,600

47

1,150

１　【事務事業の全体概要及び背景】

１　自然公園の保全・活用

事
業
期
間

負担金の有無

地域住民及び観光客のレクリエー
ション地域である愛宕山・佐白山周
辺の桜を再生することにより、賑わい
のある観光地域としての観光振興を
図る。

剪定本数　50本

笠間市観光振興基本計画

総
合
計
画

予
算
科
目

観光振興費一般

開始年度
施策

小施策

観光費
会計

桜の再生計画事業

２　公園・緑地

市民数

目
的

【DO】事務事業の実施

本
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

剪定本数

地域住民及び観光客のレクリエーション地域である愛
宕山・佐白山周辺の桜を再生することにより、賑わい
のある観光地域としての観光振興を図る。

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

すべて委託 ―

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

50

1,000

0150

千円

単位

千円

12

150

644

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

剪定本数

27年度（目標）26年度（実績）

50 5016

27,00027,00027,000

150 0

1,000 1,000

0.020

千円

24年度（実績）単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

人

29年度（計画）

―

政
策
体
系 H20 単年度繰返し

記入日

―

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

新規・継続

桜の保全・活用推進
委員会

評価事業

本

35

市単独

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

評価区分

桜の再生計画事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

市民数

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

0 22,500人 22,500

対
象
指
標

・植栽管理業務委託（桜の剪定・伐採、消毒等）

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ 左に同じ

委託料　1,000千円

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客

５　事務事業の目的と手段

愛宕山桜まつり入込客数 人



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
愛宕山や佐白山は広範囲のため、年次計画により業務委託を実施している。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
桜を再生することは、賑わいのある観光地域にするためには必要である。

その他

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

市民や観光客の賑わいのある観光地づくりには、癒しを与える桜の木を
再生することは必要であるため、継続して実施する。

現  状  維  持

日本を代表する桜を再生することにより、市民や観光客に癒しを与えるためにも必要であ
る。

平成23年度は東日本大震災により、愛宕山桜まつりは中止

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

桜の剪定等を行って管理することにより、賑わいのある観光地域としての観光振興を図っ
た。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業番号 36
記入日

所属部課名

政策的事業評価区分

評価事業

中止

５　事務事業の目的と手段

補助額

23年度（実績）

目 細目名
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

観光費

750.010

予
算
科
目

会計
一般 観光総務費

【DO】事務事業の実施

岩間囃子連合保存会

観光客の誘客を図り、地域の振興を行う。
⑤

成果
指標

鉢

左に同じ

・岩間の夏まつりへの補助金の交付 夏まつり補助金260千円

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

円
⑥

活動
指標

④
対象
指標

人
団体団体数（岩間囃子連合保存会）

人

会員数（友部菊花会）

提供菊鉢（友部駅北口装飾分）
入込客数（岩間の夏まつり）

26年度（実績） 27年度（計画）

0.010

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方債

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

150

その他 千円

千円

260

260

千円

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

対
象
指
標

11 0団体

会員数（友部菊花会）

団体数（岩間囃子連合保存会）

52人

0

財
源
内
訳

千円

千円

事業費

126

笠間市観光振興基本計画
笠間市補助金等交付規則

負担金の有無

１　観　光

款

入込客数
2,300人

３　【年度目標】

H28事業計画 H29事業計画H27事業計画
休止

活
動
指
標

525 0.02

23年度（実績） 24年度（実績）

0.07

岩間地区の各地区に受け継がれて
きた伝統芸能を、後世に伝承する岩
間の夏まつりに対する補助。
友部菊花会・駒場ほたるの会への補
助はH23年度終了。

525

25年度（実績）

0

0

円

千円

千円

国庫支出金

県支出金

共催者・関係団体 岩間囃子連合保存会

開始年度

単年度繰返し

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

事
業
期
間

不明

終了年度

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

平成27年3月27日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

商工観光課

市単独

商工費

３　観光振興と交流の担い手づくり

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 岩間夏まつり事業

小政策

小施策
項

―

観光総務費標準的事業

関連計画

実施計画・事務事業評価共通調書

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ○
実施手法

28年度（計画） 29年度（計画）

0

0.010

0

0.00

0 0

0 0

75

410

75 0

150

260,000

75 75

75

2９年度（目標）

75

0

75

0

0

00

0

事業費及び指標の推移

千円

単位

千円

千円

0

75 0

260,000

0

28年度（目標）

260,000

26年度（実績） 27年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ）

提供菊鉢（友部駅北口装飾分）

126,000

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

一般財源

事業費計（ア）

政
策
体
系

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します
施策

人

0

0

0

0

0

0

126

2,000

0

651

260,000

成
果
指
標

15

00入込客数（岩間の夏まつり）

左に同じ

鉢

補助額

人件費計（イ）

0



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
団体の活動の補助のためには有効である。

補助金等検討委員会の答申により、友部菊花会・駒場ほたるの会の補助金の見直しを行い平成24年度より廃止
岩間の夏まつりは諸事情により、平成25年度中止

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
伝統芸能の伝承のためには必要である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

補助金等審査会において審査されている。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

－

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

地域の活性化や伝統芸能を後世に伝承するためには事業の継続は必
要である。

その他

岩間地区の伝統芸能の伝承のため補助をする必要があるが、本年度は岩間囃子連合保
存会の諸事情によりまつりは中止となった。

一次評価結果

休止
評価理由

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

00

28年度（目標）

79,000

来館者

人

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

79,000

3,594

0

4,000

79,000 79,000

0 0

0

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ホームページや広報誌で催事やイベントのＰＲを行う
と共に、小中学校の児童生徒向けのパンフレットを製
作し、市内外の小中学校に対し施設利用を働きかけ
る。

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します

0

4,0003,934

3,594 3,934

3,5940 0 4,000

0

0

00千円

事
業
費

国庫支出金

千円

千円

財
源
内
訳

0

千円

0

24年度（実績）23年度（実績）

3,934

１　【事務事業の全体概要及び背景】

３　各種ＰＲの拡充

事
業
期
間

負担金の有無

笠間の重要な地場産業である稲田
石の振興、観光交流の促進及び地
域活性化を図るためＪＲ稲田駅隣接
地に「観光交流センター　石の百年
館」として、Ｈ26年３月に開館。

総
合
計
画

予
算
科
目

観光施設費一般 石の百年館の設置及び管理に関する条例

開始年度
施策

小施策

観光費
会計

石の百年館管理事業

２　地場産業

市民

目
的

【DO】事務事業の実施

人
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

催事参加者数

来館者の増加を図り、地場産業である稲田みかげ石
の振興と、観光交流センターとして地域社会の交流
拠点としての利用促進を図る。

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

一部委託 ―

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

100

4,000

00

千円

単位

千円

0

0

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

催事参加者数

27年度（目標）26年度（実績）

90 10074

7,3007,2007,100

0 0

4,000 4,000

千円

24年度（実績）単位

実施手法

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

人

29年度（計画）

―

政
策
体
系 Ｈ２５ 継続

記入日

○

新規

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

新規・継続

稲田石材商工業協同
組合

評価事業

人

37

市単独

平成26年3月31日
商工観光課

―

所属部課名

評価区分

石の百年館管理事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

市民

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

7,000人

対
象
指
標

・開館に伴う業務委託（警備、施設管理、清掃）
・企画展やイベントの開催

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
・開館に伴う業務委託料
　（警備、施設管理、清掃）
・企画展やイベントの開催

左に同じ 左に同じ

報償費 　　 30千円
需用費 　 824千円
役務費 　   59千円
委託料  2,681千円

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客

５　事務事業の目的と手段

来館者 人



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
魅力ある企画展やイベントを行うと共に、地域交流の場としての更なる活用を図っていく。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

市の地場産業である稲田みかげ石の功績を後世に伝え、今後の発展を繫げるための貴重
な資料館であり、地域交流の拠点として重要な施設である。

その他

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

石材業の資料館であると共に、地域交流の拠点としての重要な施設で
あることから、今後も継続して利活用の推進を図る必要がある。

現  状  維  持

市内外からの多くの来館者に訪れていただき、石材業や地域交流の発展のために一翼を
担う施設となるように様々な催しやイベントを計画していく。

社会情勢や経済状況の変化に伴い厳しい状況にある石材業において、当該施設は、これまでの功績を後世に伝え、今後の発展を繫げるための貴
重な資料館である。また、希薄となった地域交流を再興するための拠点として重要な施設である。

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

当該施設は、市の地場産業である石材業において、これまでの歴史や技術などを後世に
伝えると共に、地域交流の場として拠点となる重要な施設である。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

2,9172,584

人

28年度（目標）

79,000

栽培菊鉢数（菊栽培所と共同）

人

事業費及び指標の推移

26年度（実績）

77,35177,723

4,045

750

4,045

79,000 79,000

375

91

750

750

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

笠間市シルバー人材センターと委託契約を締結し、
菊まつりにおいて装飾展示する菊を充実させた。

事業費計（ア）

嘱託臨時

千円

千円

千円

地方債

政策
小政策

23年度（実績）

千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

他課の協力分

県支出金

その他

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

１　笠間を体感できる観光・産業を振興します

375

3,2953,2953,2952,209 2,167 3,295

0.10 750

3,369

7507500.10 0.1000.100千円

事
業
費

国庫支出金

千円 2,167

千円

財
源
内
訳

3,2953,369

750

千円

78,862 78,279

24年度（実績）23年度（実績）

0.05

2,000

770,000

91

4,045

１　【事務事業の全体概要及び背景】

４　おもてなしの心の醸成と充実

事
業
期
間

負担金の有無

笠間市が市営菊栽培所で保有する
菊の栽培技術を民間に広く普及伝承
させ、毎年開催する「笠間の菊まつ
り」において装飾展示する菊を充実さ
せる。

栽培菊鉢数
2,000鉢

総
合
計
画

予
算
科
目

観光施設費一般

開始年度
施策

小施策

観光費
会計

緊急雇用（菊伝承事業）

１　観　光

市民数

目
的

【DO】事務事業の実施

箇所
手
段

25年度（実績）

⑥
活動
指標

菊装飾箇所

菊まつり期間入込客数

市営菊栽培所で保有する菊の栽培技術を民間に広く
普及伝承させ、菊まつりにおいて装飾展示する菊を
充実させる。

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

商工費

すべて委託 ―

根拠法令
関連計画款 項 目 細目名

2９年度（目標）

91

4,045

750750

千円

単位

千円

91

750

4,119

810,000

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

指標区分

職員割合

活
動
指
標

菊装飾箇所

27年度（目標）26年度（実績）

91 9191

810,000

2,0002,0002,000

810,000

750 0.100 7500.100

千円

3,295

24年度（実績）

2,209

単位

実施手法

3,295 3,295

27年度（計画） 28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

３　【年度目標】

人

29年度（計画）

―

政
策
体
系 H21 単年度繰返し

記入日

―

継続

共催者・関係団体

後期基本計
画重点視点

地域の活性化
新規・継続

シルバー人材セン
ター

評価事業

箇所

38

県補助 茨城県

平成27年3月27日
商工観光課

○

所属部課名

評価区分

緊急雇用（菊伝承事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 10/10

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

市民数

菊まつり期間入込客数

トータルコスト（ア）＋（イ）

25年度（実績）

成
果
指
標

2,000 2,000鉢 2,000

対
象
指
標

809,000 813,000793,000

シルバー人材センターへ作業の手配
委託料の支出

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
シルバー人材センターへ作業の手
配
委託料の支出

シルバー人材センターへ作業の手
配
委託料の支出

シルバー人材センターへ作業の
手配
委託料の支出

委託料　3,295千円

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客

５　事務事業の目的と手段

栽培菊鉢数（菊栽培所と共同）

人

鉢



【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

効
率
性
評
価

一次評価結果

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
人件費分の業務委託のため削減の余地がない。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
菊まつりにおいて菊花の装飾を充実させ華やかさを演出することは必要である。

その他

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

国の制度を有効に活用するため継続する必要がある。

現  状  維  持

雇用促進の制度であるため有効である。

特になし

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

笠間を代表する秋のイベントである菊まつりにおいて、菊花を充実させるために、菊栽培所
と共同で菊を栽培することや菊の栽培技術の伝承には有効であった。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

新たな旅行商品開発促進事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成27年3月27日

【PLAN】事務事業の計画 事務事業番号 39 所属部課名 産業経済部商工観光課

補助率
小政策 １　笠間を体感できる観光・産業を振興します 事

業
期
間

開始年度 終了年度
政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合計画実施計画 ○ 地域の活性化

事務事業名

施策 １　観　光
H24 単年度繰返し 共催者・関係団体 （一社）笠間観光協会

小施策 １　多様な観光魅力の創出

商工費 観光費 観光振興費 新たな旅行商品開発促進事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市観光振興基本計画
一般

総
合
計
画

政
策
体
系

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
笠間観光協会との連携により、新た
な旅行商品の企画と新規観光客の
誘致活動のため、旅行エージェント
等の訪問を行い笠間の知名度をアッ
プさせる。

・誘致活動協力者への謝礼の支出
・旅行商品開発協力者への謝礼の支出
・旅行エージェント訪問及び新規開拓活動旅費の支出

誘致活動日数
20日

報償費　300千円
旅費　154千円

・誘致活動協力者への謝礼の支出
・旅行商品開発協力者への謝礼の支
出
・旅行エージェント訪問及び新規開
拓活動旅費の支出

左に同じ 左に同じ

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間の知名度向上と新規観光客の拡大を目的に、通年滞
在型の観光振興を図る。

⑤
成果
指標

入込観光客数 人

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

笠間観光協会と連携し、旅行エージェント等に対し誘
致活動を実施する。

⑥
活動
指標

誘致活動日数 日

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

26年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画） 29年度（計画）

地方債 千円

県支出金 千円

一般財源 千円 410 554 454 454 454 454

その他 千円

人
件
費

職員割合 千円 0 0.20 1,500 0.23 1,688

454 454 454 454

0

時間外

0.225 1,688 0.225 1,688 0.225 1,688

事業費計（ア） 千円 0 410 554

嘱託臨時 千円

千円

人件費計（イ） 千円 0 1,500 1,688 1,688 1,688

他課の協力分 千円

1,688 0

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 1,910 2,242 2,142 2,142 2,142 454

指標区分 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標） 2９年度（目標）

18 20 20誘致活動日数 日 15 15
活
動
指
標

対
象
指
標

市民数 人 78,279 77,723 77,351 79,000 79,000

成
果
指
標

入込観光客数 人 3,472,800 3,547,500 3,600,000 3,600,000 3,600,000

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

通年型観光地を目指すためには、魅力ある新たな旅行商品を開発し観光協会の旅行業と
の連携が必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

教育旅行向けのパンフレットを作成し、引き続き観光協会と連携して誘致活動を行い、通年
型観光地を目指し地域経済の発展を図った。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
教育旅行の誘致を推進することにより、地域経済の発展に有効である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
観光協会の旅行業と連携し、営業活動を実施することにより事業の効率化が図れる。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

旅行エージェント訪問や教育旅行の誘致活動は、笠間市の知名度向上
や地域経済の発展に期待できる。

資源配分 現  状  維  持

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

恋人の聖地関連整備事業
評価区分 事務事業性質 建設・整備事業 後期基本計

画重点視点

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成27年3月27日

【PLAN】事務事業の計画 事務事業番号 40 所属部課名 産業経済部商工観光課

補助率 4/10
小政策 １　笠間を体感できる観光・産業を振興します 事

業
期
間

開始年度 終了年度
政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ○

国補助 国土交通省
総合計画実施計画 ○ 地域の活性化

事務事業名

施策 １　観　光
H24 H27 共催者・関係団体

小施策 １　多様な観光魅力の創出

商工費 観光費 観光施設費 恋人の聖地関連整備事業 根拠法令 社会資本整備総合交付金（都市再生整備事業）

予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市観光振興基本計画
一般

総
合
計
画

政
策
体
系

補助金の有無 負担金の有無
一部委託 ― ―
実施手法

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
社会資本整備総合交付金事業を活
用し、北山公園及び愛宕山周辺の
観光拠点整備やネットワーク化、回
遊性を増す施策等を行うことで、観
光人口の増加と賑わいを創出する。

・観光施設誘導サイン設置工事の発注・契約
・稲田ハイキングコース誘導サイン設置工事の発注・契約
・北山公園再整備工事の発注・契約

整備工事完了
3件

工事請負費　74,004千円

・吾国愛宕ハイキングコース誘導サ
イン設置工事の発注・契約
・北山公園再整備工事の発注・契約
・ハイキングコースモニュメントの設置
工事の発注・契約

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

観光施設等を整備することにより、来訪者の回遊性と滞留
時間を高め地域経済の活性化につなげる。

⑤
成果
指標

入込観光客数 人

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

来訪者の増加と賑わいを創出するため、北山公園再
整備や稲田駅ハイキングコース誘導サイン整備を実
施する。

⑥
活動
指標

整備等箇所数 箇所

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 4,693 25,893 36,804

26年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画） 29年度（計画）

41,000

地方債 千円 3,200 35,300 42,700

県支出金 千円

一般財源 千円 64 4,713 1,900 2,300

その他 千円

人
件
費

職員割合 千円 0 0.11 825 0.14 1,050

74,004 86,000 0 0

0

時間外

0.140 1,050 0.140 1,050 0

事業費計（ア） 千円 0 4,757 33,806

嘱託臨時 千円

千円

人件費計（イ） 千円 0 825 1,050 1,050 1,050

他課の協力分 千円

0 0

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 5,582 34,856 75,054 87,050 0 0

指標区分 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標） 2９年度（目標）

1 3整備等箇所数 箇所 2 6活
動
指
標

対
象
指
標

市民数 人 78,279 77,723 77,351 79,000

成
果
指
標

入込観光客数 人 3,472,800 3,547,500 3,600,000 3,600,000

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

恋人の聖地に選定されたことによる知名度向上と北山公園や愛宕山周辺等利用者の利
便性を図るためには必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

社会資本整備総合交付金事業を活用した事業を継続的に実施し、計画通り観光施設等
の整備を実施した。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

観光施設を整備することにより、観光地としてのPR効果と地域経済の発展には有効であ
る。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
社会資本整備総合交付金事業を活用することにより事業費が効率的である。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

社会資本整備総合交付金事業を活用し、市財政の軽減を図りながら
観光客誘致のための観光施設を整備することによる。

資源配分 現  状  維  持

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

恋人の聖地推進事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成27年3月27日

【PLAN】事務事業の計画 事務事業番号 41 所属部課名 産業経済部商工観光課

補助率
小政策 １　笠間を体感できる観光・産業を振興します 事

業
期
間

開始年度 終了年度
政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合計画実施計画 ○ 地域の活性化

事務事業名

施策 １　観　光
H24 単年度繰返し 共催者・関係団体 （社）笠間青年会議所

小施策 １　多様な観光魅力の創出

商工費 観光費 観光総務費 恋人の聖地推進事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市観光振興基本計画
一般

総
合
計
画

政
策
体
系

補助金の有無 負担金の有無
一部委託 ○ ―
実施手法

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
恋人の聖地に選定されたことにより、
笠間市の知名度向上、結婚支援付
加価値化、市内の観光施設及び商
業施設の回遊性により交流人口の増
加等を図るため、イベント等を開催し
恋人の聖地を推進する。

・恋人の聖地関連イベントの開催
・恋人の聖地事業関連イベント補助金の支出

イベント入込客数
1,500人

報償費　90千円
需用費　261千円
役務費　80千円
委託料　240千円
補助金　250千円

・恋人の聖地関連イベントの開催
・恋人の聖地事業関連イベント補助
金の支出

左に同じ 左に同じ

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間市の知名度向上、結婚支援付加価値化、市内の観光
施設及び商業施設の回遊性により交流人口の増加を図
る。

⑤
成果
指標

イベント入込客数 人

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

恋人の聖地関連イベント等の開催を支援する。
⑥

活動
指標

イベント開催日数 日

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

26年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画） 29年度（計画）

地方債 千円

県支出金 千円

一般財源 千円 6,755 1,393 921 921 921 921

その他 千円

人
件
費

職員割合 千円 0 0.08 600 0.12 900

921 921 921 921

0

時間外

0.120 900 0.120 900 0.120 900

事業費計（ア） 千円 0 6,755 1,393

嘱託臨時 千円

千円

人件費計（イ） 千円 0 600 900 900 900

他課の協力分 千円

900 0

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 7,355 2,293 1,821 1,821 1,821 921

指標区分 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標） 2９年度（目標）

2 1 1 1イベント開催日数 日 3 3
活
動
指
標

79,000対
象
指
標

市民数 人 78,279 77,723 77,351 79,000 79,000

成
果
指
標

イベント入込客数 人 5,857 5,502 2,215 250 250 250

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
茨城県内で初めて恋人の聖地に選定されたことによる笠間市のPRには必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

恋人の聖地としての笠間市の知名度向上、更には結婚支援及び定住化につながる事業と
してギャラリーロード商店街との共催でイベントを開催し、北山公園のイベントでは補助金に
よる支援を行った。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

恋人の聖地に関するイベントを開催したり、市内観光施設や商業施設を回遊させることは
地域経済の活性化に有効である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
市民団体等のイベント開催を支援することは事業の推進に効率的である。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

「恋人の聖地　陶芸の里かさま」として、更なる知名度の向上のため事業
の推進を図る。

資源配分 現  状  維  持

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

緊急雇用（観光協会業務推進事業）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成27年3月27日

【PLAN】事務事業の計画 事務事業番号 42 所属部課名 産業経済部商工観光課

補助率 10/10
小政策 １　笠間を体感できる観光・産業を振興します 事

業
期
間

開始年度 終了年度
政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

県補助 茨城県
総合計画実施計画 ○

事務事業名

施策 １　観　光
Ｈ２５ 単年度繰返し 共催者・関係団体 （一社）笠間観光協会

小施策 ４　おもてなしの心の醸成と充実

商工費 観光費 観光振興費 緊急雇用（観光協会業務推進事業） 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般

総
合
計
画

政
策
体
系

補助金の有無 負担金の有無
すべて委託 ― ―
実施手法

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
笠間観光協会において、観光案内な
ど観光客への利便性の向上と中心市
街地の活性化を目的に、笠間稲荷神
社門前通りに事務所を移転し、土日
祝日も事務所を開所し事業を進めて
いる。
観光協会の案内業務等事業をより推
進することと、地域求職者の雇用機
会を創出することを目的とする。
平成26年度で県の補助事業終了予
定。

・笠間観光協会と業務委託契約の締結
・委託料の支出（四半期ごと）

入込観光客数
3,600,000人

委託料　1,465千円

　 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間観光協会の案内業務を充実させ、市民や観光客への
利便性を向上させる。

⑤
成果
指標

入込観光客数 人

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑥
活動
指標

雇用職員数 人

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

26年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画） 29年度（計画）

地方債 千円

県支出金 千円 1,465 1,465

一般財源 千円

その他 千円

人
件
費

職員割合 千円 0 0 0.05 375

1,465 0 0 0

0

時間外

0.050 375 0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 1,465

嘱託臨時 千円

千円

人件費計（イ） 千円 0 0 375 375 0

他課の協力分 千円

0 0

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 1,840 1,840 0 0 0

指標区分 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標） 2９年度（目標）

1雇用職員数 人 1
活
動
指
標

対
象
指
標

市民数 人 77,723 77,351

成
果
指
標

入込観光客数 人 3,547,500 3,600,000

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

当初平成25年度のみの事業であったが、緊急雇用制度が平成26年度も継続された。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
観光協会の案内業務や観光PRの強化のためには必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

通年型観光地を目指すためも観光協会の業務の充実及び強化のためには有効であった。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
雇用促進の制度であるため有効である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
人件費が主な業務委託のため削減の余地がない。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

資源配分 －

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

外国人旅行者受入事業

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成27年3月27日

【PLAN】事務事業の計画 事務事業番号 43 所属部課名 産業経済部商工観光課

補助率
小政策 １　笠間を体感できる観光・産業を振興します 事

業
期
間

開始年度 終了年度
政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕 新規・継続 新規

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業

市単独
総合計画実施計画 ○

事務事業名

施策 １　観　光
H26 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 １　多様な観光魅力の創出

商工費 観光費 観光振興費 外国人旅行者受入事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市観光振興基本計画
一般

総
合
計
画

政
策
体
系

補助金の有無 負担金の有無
一部委託 ― ―
実施手法

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

外国人旅行者の受入態勢を整え快
適に滞在できる観光地を目的とし、
観光客の増加を図ることにより地域
振興を図る。

・外国人旅行者受入検討会開催
・誘致活動等の実施

入込観光客数
3,600,000人

委託料　679千円

・外国人旅行者受入検討会開催
・外国人向けパンフレット等の作成
・誘致活動等の実施

・外国人旅行者受入検討会開催
・誘致活動等の実施

・同左

単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

観光協会、観光関連団体・事業者及び茨城県と連携し、外
国人旅行者の受入態勢を整えることにより、国内外の観光
客の増加を図る。

⑤
成果
指標

入込観光客数 人
観光案内所外国人利用者数 人

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑥
活動
指標

会議数 回

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

26年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画） 29年度（計画）

地方債 千円

県支出金 千円

一般財源 千円 679 3,860 3,860 3,860

その他 千円

人
件
費

職員割合 千円 0 0 0

679 3,860 3,860 3,860

0

時間外

0.130 975 0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

嘱託臨時 千円

千円

人件費計（イ） 千円 0 0 0 975 0

他課の協力分 千円

0 0

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 0 1,654 3,860 3,860 3,860

指標区分 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標） 2９年度（目標）

4 2 2 2会議数 回
活
動
指
標

79,000対
象
指
標

市民数 人 77,351 79,000 79,000

成
果
指
標

入込観光客数 人 3,600,000 3,600,000 3,600,000 3,600,000

観光案内所外国人利用者数 人 50 50 50 50



社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

2020年東京オリンピック・パラリンピック開催が決定し、日本への外国人来訪者が増えることが予想されることから、本市においても外国人旅行者を誘
致することで観光客の増加と地域の活性化を図る。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
今後、増加予想にある外国人旅行者の受入態勢を整備するために必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

市内観光関連業者との連携による受入の機運づくりが重要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
受入態勢の整備等により、外国人旅行者の増加が期待できる。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
誘致に関するパンフレット等作成、誘致活動旅費のため削減の余地がない。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

外国人旅行者を誘致するうえで有効であるため現行どおり継続する。
資源配分 現  状  維  持

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

緊急雇用（観光旅行業強化事業）

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成27年3月27日

【PLAN】事務事業の計画 事務事業番号 44 所属部課名 産業経済部商工観光課

補助率 10/10
小政策 １　笠間を体感できる観光・産業を振興します 事

業
期
間

開始年度 終了年度
政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕 新規・継続 新規

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業

県補助 茨城県
総合計画実施計画 ○

事務事業名

施策 １　観　光
H26 単年度繰返し 共催者・関係団体 （一社）笠間観光協会

小施策 ４　おもてなしの心の醸成と充実

商工費 観光費 観光振興費 緊急雇用（観光協会旅行業協会事業） 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市観光振興基本計画
一般

総
合
計
画

政
策
体
系

補助金の有無 負担金の有無
すべて委託 ― ―
実施手法

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

笠間観光協会において、旅行業を強
化し、通年型観光地を目指すことに
より中心市街地の活性化を図る。

・笠間観光協会と業務委託契約の締結
・委託料の支出

入込観光客数
3,600,000人

委託料　110千円

・笠間観光協会と業務委託契約の締
結
・委託料の支出（四半期ごと）

委託料　1,600千円

・同左 ・同左

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

観光協会の旅行業を充実させることで、観光客の増加を図
る。

⑤
成果
指標

入込観光客数 人

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑥
活動
指標

雇用職員数 人

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

26年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画） 29年度（計画）

地方債 千円

県支出金 千円

一般財源 千円 110 1,600 1,600 1,600

その他 千円

人
件
費

職員割合 千円 0 0 0

110 1,600 1,600 1,600

0.060 450

時間外

0.060 450 0.060 450 0.060 450

事業費計（ア） 千円 0 0 0

嘱託臨時 千円

千円

人件費計（イ） 千円 0 0 0 450 450

他課の協力分 千円

450 450

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 0 560 2,050 2,050 2,050

指標区分 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標） 2９年度（目標）

1 1 1 1雇用職員数 人
活
動
指
標

79,000対
象
指
標

市民数 人 77,351 79,000 79,000

成
果
指
標

入込観光客数 人 3,600,000 3,600,000 3,600,000 3,600,000



社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

事業の継続が平成27年度の該当要件となることから平成26年度より実施。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
観光協会旅行業の強化には必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

通年型観光地を目指すために観光協会の旅行業の強化は必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
雇用促進の制度であるため有効である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
人件費が主な業務委託のため削減の余地がない。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

国の緊急雇用制度を活用した事業であるため、今後も制度が継続され
る場合は活用すべきである。

資源配分 現  状  維  持

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

笠間火器販路拡大事業

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成27年3月25日

【PLAN】事務事業の計画 事務事業番号 45 所属部課名 産業経済部商工観光課

補助率 10/10
小政策 １　笠間を体感できる観光・産業を振興します 事

業
期
間

開始年度 終了年度
政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

国補助 厚生労働省
総合計画実施計画 ―

事務事業名

施策 ２　地場産業
H25 H26 共催者・関係団体 笠間焼協同組合

小施策 ２　地場産業製品の利用促進

商工費 商工費 商工振興費 緊急雇用（笠間火器販路拡大事業） 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般

総
合
計
画

政
策
体
系

補助金の有無 負担金の有無
すべて委託 ○ ○
実施手法

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

笠間焼の販路拡大と笠間のＰＲのた
めの新たなツールとして笠間火器を
取り入れ、旅館等への販促活動を実
施するため、笠間焼協同組合に雇用
対策とあわせた事業を委託する。

笠間火器を通じて、地域資源であり国指定伝統的工芸品で
ある「笠間焼」の品質向上・人材育成・技術伝承などを行
い、笠間焼の振興を図ることにより地域経済の発展に繋げ
る。

販売件数 委託料　3,996,000円

笠間火器を通じて、地域資源であり
国指定伝統的工芸品である「笠間
焼」の品質向上・人材育成・技術伝
承などを行い、笠間焼の振興を図る
ことにより地域経済の発展に繋げる。

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間焼陶芸家、笠間焼販売店、旅館、飲食店等
④

対象
指標

笠間焼協同組合員数 人

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

市内旅館等での活用促進
笠間焼の普及とPR

⑤
成果
指標

旅館等利用店数 店

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

国の緊急雇用制度を活用し、笠間焼協同組合に委託
⑥

活動
指標

営業回数 回

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 155 3,996

26年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画） 29年度（計画）

地方債 千円

県支出金 千円

一般財源 千円 4,000 4,000 4,000

その他 千円

人
件
費

職員割合 千円 0 0 0.01 75

3,996 4,000 4,000 4,000

0.01 75

時間外

0.01 75 0.01 75 0.01 75

事業費計（ア） 千円 0 0 155

嘱託臨時 千円

千円

人件費計（イ） 千円 0 0 75 75 75

他課の協力分 千円

75 75

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 230 4,071 4,075 4,075 4,075

指標区分 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標） 2９年度（目標）

20 24 36 36営業回数 回 2
活
動
指
標

170対
象
指
標

笠間焼協同組合員数 人 158 163 160 165

成
果
指
標

旅館等利用店数 店 0 1 2 4 8



社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

笠間焼のさらなる利用促進を図るために、笠間火器を使用して旅館等へＰＲを行い、販路拡大を実施。国の緊急雇用制度を用い、雇用対策もかね
た事業を実施した。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
笠間火器を利用した笠間焼や“笠間”自体のＰＲ

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

国補助金の活用による事業として実施。今後より一層の販路拡大が必要

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
新たなＰＲツールとしての笠間火器をＰＲすることによる知名度アップ

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

既に雇用を条件にした事業であり、手法の検討は行う必要性があるが、現時点では削減の
余地はない。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

課題なし

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

笠間焼や“笠間”自体のＰＲのための事業として、有効な事業であり、
今後も継続していく必要がある。

資源配分 拡  　　　　　充

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

観光施設案内板設置事業

評価区分 事務事業性質 建設・整備事業 後期基本計
画重点視点

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成27年3月27日

【PLAN】事務事業の計画 事務事業番号 46 所属部課名 産業経済部商工観光課

補助率
小政策 １　笠間を体感できる観光・産業を振興します 事

業
期
間

開始年度 終了年度
政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕 新規・継続 新規

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合計画実施計画 ○

事務事業名

施策 １　観　光
H26 H26 共催者・関係団体

小施策 ２　情報発信の強化

商工費 観光費 観光施設費 観光施設案内板設置事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市観光振興基本計画
一般

総
合
計
画

政
策
体
系

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

・国道355号線バイパス工事と交差す
る下市毛地内（芸術村入口付近）の
県道改良工事のため、観光案内板
の移設を実施する。撤去は県で実施
するが、県道の占用許可を受けてい
る市が設置する。
　F型案内板　1基
　小型案内板　2基

・案内標識設置工事の発注及び契約 設置工事完了 工事請負費　2,910千円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

自家用車等で観光施設を訪れる市民や観光客が安心に
目的地に到達できるように設置する。

⑤
成果
指標

入込観光客数 人

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

国道355号線バイパスの道路改良による案内板を移
設する。

⑥
活動
指標

移設案内板数 基

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

26年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画） 29年度（計画）

地方債 千円

県支出金 千円

一般財源 千円 1,286

その他 千円

人
件
費

職員割合 千円 0 0 0

1,286 0 0 0

0

時間外

0.080 600 0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

嘱託臨時 千円

千円

人件費計（イ） 千円 0 0 0 600 0

他課の協力分 千円

0 0

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 0 1,886 0 0 0

指標区分 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標） 2９年度（目標）

2移設案内板数 基
活
動
指
標

対
象
指
標

市民数 人 77,351

成
果
指
標

入込観光客数 人 3,600,000



社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
観光施設への誘導にはには案内看板は必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
観光施設への誘導には案内看板は有効である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
看板の移設工事費であり削減の余地がない。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

事業は完了したが、今後も看板移設があれば早急に対応する必要がある。
資源配分 －

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

工芸の丘施設改修事業

評価区分 事務事業性質 維持管理事業 後期基本計
画重点視点

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成27年3月27日

【PLAN】事務事業の計画 事務事業番号 47 所属部課名 産業経済部商工観光課

補助率
小政策 １　笠間を体感できる観光・産業を振興します 事

業
期
間

開始年度 終了年度
政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕 新規・継続 新規

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合計画実施計画 ○

事務事業名

施策 １　観　光
H26 H26 共催者・関係団体

小施策 ２　情報発信の強化

商工費 観光費 観光施設費 工芸の丘施設改修事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市観光振興基本計画
一般

総
合
計
画

政
策
体
系

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

笠間工芸の丘の空調設備の一つで
ある吸収冷温水器の不純物吸着によ
る機能低下と冷却塔下部水槽の腐
食による水漏れを防ぐための修繕工
事を実施する。

・修繕工事の発注及び契約 入館者数
240,000人

工事請負費　2,910千円

・修繕工事の発注及び契約

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民、観光客
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

笠間工芸の丘を訪れる市民や観光客が安全で快適に利
用できるようにする。

⑤
成果
指標

入館者数 人

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

吸収式冷温水機及び冷却塔の修繕工事を実施す
る。

⑥
活動
指標

修繕箇所数 箇所

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

26年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画） 29年度（計画）

地方債 千円

県支出金 千円

一般財源 千円 3,284

その他 千円

人
件
費

職員割合 千円 0 0 0

3,284 0 0 0

0

時間外

0 0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

嘱託臨時 千円

千円

人件費計（イ） 千円 0 0 0 0 0

他課の協力分 千円

0 0

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 0 3,284 0 0 0

指標区分 単位 23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標） 2９年度（目標）

1修繕箇所数 箇所
活
動
指
標

対
象
指
標

市民数 人 77,351

成
果
指
標

入館者数 人 240,000



社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
笠間焼の情報発信機能を整備した施設であるため管理することは適切である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

指定管理者との協議により、適切な修繕工事ができた。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
空調施設の修繕工事であり、来館者への快適な温度を保つためには有効である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
修繕費が主な工事内容であることから、経費の削減はできない。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

事業は完了したが、今後も定期的な修繕等が必要であり、指定管理者
との協議により対応する必要がある。

資源配分 －

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している


